
番号-所属 番号-通番 事 業 名 担当課名

840010 1 市営墓地管理 市民協働生活政策課

840035 1 消費生活サポーター制度推進 市民相談・消費生活課

840035 2 生活知識講座 市民相談・消費生活課

840035 3 消費者教育・啓発事業（出前講座） 市民相談・消費生活課

840035 4 消費生活展 市民相談・消費生活課

840035 5 消費者教育周知事業 市民相談・消費生活課

840035 6 生活学校補助金 市民相談・消費生活課

840035 7 市民相談業務 市民相談・消費生活課

840040 1 住居表示整備事業 市民課

840040 2 市民課総合窓口受付等業務委託 市民課

840040 3 住民票写し等コンビニ交付運用事業 市民課

840040 4 戸籍事務に係る電子書籍AI検索システム導入事業 市民課

840110 1 国民健康保険窓口及び端末操作業務委託 国保・年金課

840110 2 国民健康保険収納業務委託 国保・年金課

840120 1 斎苑業務委託 斎苑

840120 2 斎苑残骨灰処理業務委託 斎苑

840130 1 女性活躍推進事業 男女共生・生涯学習推進課

840130 2 つながりサポート型支援事業 男女共生・生涯学習推進課

840130 3 生涯学習「長良川大学」 男女共生・生涯学習推進課

840130 4 コミュニティセンター運営管理 男女共生・生涯学習推進課

840130 5 柳津地区学習等供用施設運営管理 男女共生・生涯学習推進課

840130 6 生涯学習センター運営管理 男女共生・生涯学習推進課

840130 7 柳津生涯学習センター運営管理 男女共生・生涯学習推進課

840130 8 平和の鐘事業 男女共生・生涯学習推進課

840130 9 岐阜市平和啓発推進補助金 男女共生・生涯学習推進課

840140 1 岐阜版アダプト・プログラム事業 市民活動交流センター

840140 2 市民活動支援事業 市民活動交流センター

840140 3 地域力創生事業 市民活動交流センター

840140 4 市民活動情報収集提供事業 市民活動交流センター



番号-所属 番号-通番 事 業 名 担当課名

840140 5 NPO法人等応援事業 市民活動交流センター

840140 6 自治会広報板設置補助・広報板撤去及び修繕事業 市民活動交流センター

840140 7 岐阜市自治会連絡協議会運営費補助金 市民活動交流センター

840140 8 岐阜市自治会連合会運営費補助金 市民活動交流センター

840140 9 公民館建設及び維持補修工事 市民活動交流センター

840140 10 地区公民館運営管理 市民活動交流センター

840140 11 自治公民館助成 市民活動交流センター

840140 12 まちづくりサポートセンター負担金 市民活動交流センター

840140 13 地域コミュニティDX推進 市民活動交流センター

840150 1 同和教育啓発推進団体補助事業 人権啓発センタ－

840150 2 施設管理運営 人権啓発センタ－



_
【１.基本情報】

１８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 市営墓地施設の維持管理

誰に 墓地使用者

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 墓地使用者　１７，９０４人

番号 0840010 001

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 市営墓地管理

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民協働生活政策課

墓地、埋葬等に関する法律　岐阜市墓地条例

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 8,268 260 8,372 260 8,554

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

260

0

計（Ａ） 8,268 260 8,372 260 8,554 260

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 37,947 39,615 39,153

差額（B-C） 870 1,229 2,419

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 38,817 40,844 41,572

執行率（C/B) 98% 97% 94%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

46,215 47,987

決算額（F） 7,076 11,100 12,588

差額（E-F） 3,807 -215 -1,703

47,707

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 10,883 10,885 10,885

執行率（F/E) 65% 102% 116%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

39,139 36,887 35,119

目的（インパクト）
（何のためか） 市営墓地施設の維持管理

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

施設内外の巡視及び警備、墓参者の対応、施設管理
施設内のごみ収集、雑草引き、樹木剪定、補修作業等

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3
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5

3

1

5

3

1
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8

5

3
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 市営墓地の使用可能区画数 単位 区画

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 20,571 20,289 20,364

目標値（以上） 100 100 100

成果 快適に利用できる墓地の維持管理

指標 市営墓地の使用率 単位 ％

実績値 19,631 19,565 19,646

達成率 95.4% 96.4% 96.5%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

改善 38 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記） 墓地全体の清掃等の維持管理は、墓地の永続的な運営には必要
不可欠である。また、R6.3に実施した今後の墓地に対する考え等
を聞く市民アンケートにて、市営墓地を利用している人への市営墓
地の評価についての設問に対して、約82％の人が、「満足してい
る」または「どちらかといえば満足している」と回答している。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

墓地は、永続性の観点から、国の指針においても地方公共団体が
運営することが望ましいとされており、全国の多くの自治体で公営
墓地の運営がなさらている、

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

民間で実施できるものを委託することで、合理的・経済的で確実な
施設管理につとめている。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

超高齢化社会において、お墓の管理の問題や無縁墳墓の増加・
顕在化が問題となる中、既存墓地の適切な維持管理により、墓地
の荒廃化を防ぐことに結び付く。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

墓地は、先祖を弔う大切な場所であり、必要不可欠かつ永続的な施設である。令和6年度に策定した市営墓地の在り方に基づき、無縁墳墓化の防止・抑制のための取組と
あわせ、引き続き清掃等の維持管理につとめていくことにより、持続可能な墓地運営を目指していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5
令和6年度に、今後の市営墓地の管理運営の指針となる「岐阜市
営墓地の在り方」を策定し、市営墓地の持続可能性を高めるには、
無縁墳墓化の防止・抑制に取り組むこととしている。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 91 91 91

達成率 91.0% 91.0% 91.0%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

清掃等を定期的に行う等適切な維持管理につとめることで、多くの
市民に市営墓地が利用されている。

アウトカム目標達成度 12

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

15

50



_
【１.基本情報】

４５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合)

938

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

0 0

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

938

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) - - 20%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

0 0

差額（B-C） 0 0 150

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 0 0 188

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 0 0 38

0

計（Ａ） 0 0 0 0 900 40

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 消費生活サポーター制度推進

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

242 20

人日（人）

20正職員 0 0 0 0 658

番号 0840035 001

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市消費生活センター条例

消費生活についての情報等

公募市民

研修会の回数を年４回程度、講演会の受講１回程度

自立した賢い消費者の育成と、そうした消費者が共存する「消費者市民社会」の形成を目指す

研修会の参加、消費生活講演会等の受講、情報を地域の身近な人や市に伝える役割

消費生活に関する様々なことを学びながら、情報を地域の身近な人に伝える役割や、身近な高齢消費者を見守り消費者トラブル等をセンターにつなぐ役割
等を担う岐阜市消費生活サポーターに変更

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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3

1

5
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1

5

3
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1

5

3

1
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3
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

消費者被害防止のため、自立した賢い消費者の育成や地域の消
費者ネットワークづくりは欠かせない。

消費者被害防止の啓発事業であり、細やかな意識啓発は、市で行
うことが妥当である。

自立した賢い消費者の育成や地域の消費者ネットワークづくりのた
め、毎年公募した消費生活モニターとして活動していただく手法は
効率的である。
細やかな意識啓発には、市で実施する方法が妥当であり、効率的
に実施している。

消費者市民社会を担う消費者の育成が図られる。

自立した賢い消費者の育成や地域の消費者ネットワークづくりに寄
与しており、効果がある。

消費者教育推進計画（第２次）に明記されている。
・岐阜市消費生活モニター委嘱

消費者市民社会を担う消費者の育成が図られることから、当該事業は非常に重要であることから、継続して実施していく。

必
要
性

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか 5

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

アウトカム目標達成度 15

拡充 35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

3 効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 - - 44

達成率 - - 220.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） - - 20

成果 消費生活サポーターとして消費生活に関する意識の高い消費者が増加する。

指標 消費生活サポーター登録者数 単位 人

実績値 - - 6

達成率 - - 120.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 - - 5

指標 研修回及び講演会の回数 単位 回

効率化されていない

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

15

5050



_
【１.基本情報】

４５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 悪質商法などから身を守るための正しい知識を身につけ、「自立したかしこい消費者」となるための知識の普及を図る。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 消費生活に直結する話題をテーマに、年2回、講師を招き講演会を開催。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

1,400

執行率（F/E) 57% 140% 100%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,257 1,234

決算額（F） 40 35 50

差額（E-F） 30 -10 0

1,450

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 70 25 50

執行率（C/B) 28% 0% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,297 1,269

差額（B-C） 101 50 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 141 50 100

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 40 0 100

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 生活知識講座

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 303 30 303 30 363 30

人日（人）

30正職員 954 30 966 30 987

0

計（Ａ） 1,257 60 1,269 60 1,350 60

番号 0840035 002

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市消費生活センター条例

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 消費者講演会（上半期）、生活知識講座（下半期）

誰に 市民

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 各１００人

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円）



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

必
要
性

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

受講者が講座の内容を習得し、消費者意識の向上が図られることから、当該事業は非常に重要であり、継続して実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

受講者が講座の内容を習得し、消費者意識の向上が図られる。将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

受講者のアンケートで、「役に立った」と96％の方が回答しており、
有効である。

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか 5 消費者教育推進計画（第２次）に明記されている。
・社会教育施設の利用

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

アウトカム目標達成度 15

現状維持 35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

社会情勢の変化に沿った消費者情報の提供は常に必要である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

被害防止の啓発事業であり、細やかな意識啓発は、市で行うことが
妥当である

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記） 消費者を一堂に集めて、消費者被害の防止や自立したかしこい消

費者となるための知識の普及を図る手法は効率的である。
細やかな意識啓発には、市で実施する方法が妥当であり、効率的
に実施している。

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 99 100 96

達成率 110.0% 111.1% 106.7%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 90 90 90

成果 消費者意識の向上と健全な消費生活を営むための知識の習得

指標 受講者の満足度 単位 ％

実績値 2 2 2

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 2 2 2

指標 実施回数 単位 回

3 効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

15

5050



_
【１.基本情報】

８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 出前講座（寸劇、講話、手品、落語等）

誰に 岐阜市民（未就学児から高齢者まで）

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 年100回程度

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円）

番号 0840035 003

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市消費生活センター条例、消費者教育の推進に関する法律

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 2,020 200 2,020 200 2,420 200

人日（人）

30正職員 954 30 966 30 987

0

計（Ａ） 2,974 230 2,986 230 3,407 230

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 消費者教育・啓発事業（出前講座）

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 413 618 575

差額（B-C） 312 187 230

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 725 805 805

執行率（C/B) 57% 77% 71%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

3,387 3,604

決算額（F） 3 0 0

差額（E-F） -3 0 0

3,982

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

3,982

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

3,384 3,604

目的（インパクト）
（何のためか） 消費者被害の防止や自立したかしこい消費者を育成することを目的とし、各世代にふさわしい消費者教育をするため、出前講座を実施する。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 各種イベントや会合、学校の授業などで、悪質商法の実態と被害を寸劇や講話などで分かりやすく啓発する。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 実施回数 単位 回

実績値 72 96 98

達成率 72.0% 96.0% 98.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 100 100 100

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 5,000 5,000 5,000

成果 悪質商法の被害の未然防止の方策について啓発により注意喚起が図られ、消費者意識が高まる

指標 参加人数 単位 人

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 3,006 4,605 4,800

達成率 60.1% 92.1% 96.0%

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

アウトカム目標達成度 11

現状維持 31 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

社会情勢の変化に沿った消費者情報の提供は常に必要である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

被害防止の啓発事業であり、細やかな意識啓発は、市で行うことが
妥当である。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記） 地域や学校等からの要請に応じて、対象者を一堂に集めて消費

者教育を行う手法は効率的である。
細やかな意識啓発は、市で実施する方法が妥当であり、効率的に
実施している。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

悪質商法の被害の未然防止の方策について、出前講座を通じて
広く啓発することにより、岐阜市消費者教育推進計画に定める、自
立したかしこい消費者の育成が図られる。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

リピーターが多く、新規開催の引き合いも多いことから、消費者教
育として有効である。

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか 5 消費者教育推進計画（第２次）
・出前講座の実施

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

必
要
性

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

出前講座を通じて広く啓発することにより、岐阜市消費者教育推進計画に定める、自立したかしこい消費者の育成が図られることから、当該事業は非常に重要であることか
ら、継続して実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

15

5050



_
【１.基本情報】

４５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 悪質商法等被害防止のための啓発や情報提供を行うとともに、消費者トラブルを自らの力で事前に回避できる「自立したかしこい消費者」を育成する。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

市内の大型ショッピングモール等にて、体験型消費生活展を開催するとともに、コミセンなどの市民の集まる施設において巡回型の消費生活展を開催し、悪
質商法等被害防止のための啓発活動や情報提供を行う。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

1,350

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,051 1,141

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

1,350

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 20% 44% 70%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,051 1,141

差額（B-C） 632 305 168

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 794 549 557

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 162 244 389

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 消費生活展

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 253 25 253 25 303 25

人日（人）

20正職員 636 20 644 20 658

0

計（Ａ） 889 45 897 45 961 45

番号 0840035 004

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市消費生活センター条例

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 消費生活展

誰に 地域の市民

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 年20箇所　延べ300日

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円）



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

必
要
性

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

市民の消費生活の安定及び向上、並びにかしこい消費者が共存する消費者市民者会の形成に必要であり、当該事業は非常に重要であることから、継続して実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

市民の消費生活の安定及び向上、並びにかしこい消費者が共存
する消費者市民社会の形成

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

啓発資料や出前講座など、多くの市民に消費者問題をアピールで
きるので有効である。

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか 5 消費者教育推進計画（第２次）に記載あり
・巡回型消費生活

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

アウトカム目標達成度 9

現状維持 31 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

社会情勢の変化に沿った消費者情報の提供は常に必要である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

被害防止の啓発事業であり、細やかな意識啓発は、市で行うことが
妥当である。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記） 大型ショッピングモールの会場や市のコミセンなど、人が多く訪れ

る場所を無償で借上げるなど、最低限の経費で、悪質商法被害防
止のための啓発を図っている。
細やかな意識啓発は、市で実施する方法が妥当であり、効率的に
実施している。

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 47 34 63

達成率 67.1% 48.6% 90.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 70 70 70

成果 多くの市民が消費生活に関する情報に直接触れる機会を提供することにより、消費者問題に関する普及、啓発が図られる。

指標 消費生活センターの事業認知度 単位 ％

実績値 19 20 20

達成率 95.0% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 20 20 20

指標 実施施設数 単位 箇所

3 効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

15

5050



_
【１.基本情報】

２８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 冊子、グッズ、障がい者向け点字リーフレットなどの作成・配布など

誰に 全世代の岐阜市民及び岐阜市在学の学生

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 消費者情報通信を作成・配布（1,000部）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円）

番号 0840035 005

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市消費生活センター条例

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 131 13 131 13 157 13

人日（人）

22正職員 700 22 708 22 724

0

計（Ａ） 831 35 840 35 881 35

実施方法 直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

事 業 名 消費者教育周知事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 1,472 1,451 1,475

差額（B-C） -47 -24 -48

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 1,425 1,427 1,427

執行率（C/B) 103% 102% 103%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

2,303 2,291

決算額（F） 724 724 737

差額（E-F） 18 -11 -24

2,356

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 742 713 713

1,619

執行率（F/E) 98% 102% 103%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,579 1,567

目的（インパクト）
（何のためか） 消費者教育を推進するため、ライフステージに応じて、さまざまな場において啓発を行う。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

各世代に合わせた消費者教育の情報提供及び情報収集
障がい者向けの消費者教育の情報提供及び情報収集

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1
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8

5

3
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 配布機関数 単位 ヵ所

実績値 379 379 379

達成率 108.3% 108.3% 108.3%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 350 350 350

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 5,000 5,000 5,000

成果 年代に合わせたチャンネルで消費生活の教育・啓発を受けることができる

指標 消費者情報通信の配布部数 単位 部

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 3,000 8,800 5,000

達成率 60.0% 176.0% 100.0%

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

アウトカム目標達成度 13

現状維持 35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

社会情勢の変化に沿った消費者情報の提供は常に必要である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

被害防止の啓発事業であり、細やかな意識啓発は、市で行うことが
妥当である。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記） 幅広い世代に消費者情報の提供するために、啓発資料の印刷製

本費、啓発グッズ等の消耗品費、消費者情報メール配信業務の委
託料の費用を計上しており、妥当である。
細やかな意識啓発は、市で実施する方法が妥当であり、効率的に
実施している。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

ライフステージに応じた消費者教育・啓発により、岐阜市消費者教
育推進計画に定める自立したかしこい消費者の育成が図られる。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

当該事業による啓発資料等を用いて、出前講座や講演会などに
おいて、わかりやすくかつ幅広く市民や学生に消費者教育・啓発
ができており、有効である。

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか 5 消費者教育推進計画（第２次）
・消費生活センターのリーフレット作成

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

必
要
性

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

自立したかしこい消費者の育成が図られることから、当該事業は非常に重要であることから、継続して実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

15
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_
【１.基本情報】

１６

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 生活学校の消費者団体としての活動を支援する。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

女性を中心に、身近な暮らしの中の問題を、学び、調べ、企業や行政と話し合い、ほかのグループとも協力し合いながら、実践活動のなかで解決し、生活や
地域や社会のあり方を変えていく活動をしている生活学校の活動を支援するための補助金。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

386

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

375 379

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

386

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

375 379

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 57 57 57

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 57 57 57

実施方法 補助等 補助等の種類 その他補助金 実施主体 岐阜市生活学校

事 業 名 生活学校補助金

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人日（人）

10正職員 318 10 322 10 329

0

計（Ａ） 318 10 322 10 329 10

番号 0840035 006

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

岐阜市生活学校補助金交付要綱

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 岐阜市生活学校補助金

誰に 生活学校主体メンバー

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 岐阜市生活学校補助金交付要綱による

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円）



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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5

3

1
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

必
要
性

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

消費者団体の立場から社会を改善する活動に対する支援は今後も必要であるため、引き続き行うものとする。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

地区生活学校を定期的に開催することにより、消費者行政の効果
的推進を図る。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

生活に身近な課題に積極的に参画し、地域に貢献しており、有効
である。

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか 1 事業が消費者教育推進計画に直接的に関係していない

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

アウトカム目標達成度 13

現状維持 29 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

消費者団体の立場から社会を改善する活動に対する支援であり、
社会的ニーズには合致している。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市域の消費者団体の活動支援であり、市で行うことが妥当である。市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

地域の消費者の集まりであり、社会を改善する活動を展開して地
域に貢献している団体に対して支援することは効率的である。

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 884 714 340

達成率 176.8% 142.8% 68.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 500 500 500

成果 地域の消費生活をはじめとする生活環境改善

指標 参加者数 単位 人

実績値 26 21 20

達成率 216.7% 175.0% 166.7%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 12 12 12

指標 活動日数 単位 日

3 効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

15

5050



_
【１.基本情報】

４７

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

相談業務

市民

毎日（開庁日/曜日により各種の相談）

市民の日常生活における悩み事や心配事などの相談に応じ、適切な助言を行うことにより、市民サービスの向上を図る。

法律相談を始め、くらし、交通事故、労働なんでも、職業、行政、人権、不動産、税務、登記、建築、心配ごと、土地境界、行政手続、結婚相談の１５種類の
専門相談窓口の開設

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 3,232 320 3,202 317

番号 0840035 007

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 市民相談業務

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民相談・消費生活課

岐阜市市民相談業務実施要綱

4,429 366

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 9,922 312 10,046 312 10,265

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

312

0

計（Ａ） 13,154 632 13,248 629 14,693 678

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 3,849 3,813 3,846

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 3,849 3,813 3,846

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

17,003 17,061

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

18,539

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

17,003 17,061 18,539

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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5
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1
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

時代の変化に伴い日常生活における問題が多様化・複雑化して
いることなどから、市民相談に対する市民・社会のニーズは依然と
して大きい。
岐阜市男女共同参画基本計画、岐阜市人権教育・啓発行動計
画、岐阜市空家等対策計画、岐阜市自殺対策計画　等。

来庁者アンケートにおいて、「満足」及び「やや満足」が９７％を占
め、高い満足度が示されており、市民の有益な相談窓口としての
役割を果たしている。

市民の日常生活における悩み事や心配事などの相談に応じ、適切な助言を行うことにより、市民サービスの向上を図るものであり、当該事業は非常に重要であることから、
継続して実施していく。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 専門相談窓口件数 単位 窓口数

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 15 15 15

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 3,800 3,800 4,000

成果 市民に寄り添った専門相談を行い、悩みや困りごとを解決することで、幸せで豊かな生活に寄与する。

指標 相談件数 単位 件

35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

時代の変化に伴い日常生活における問題が多様化・複雑化して
いることなどから、市民相談に対する市民・社会のニーズは依然と
して大きい。相談件数は、R2　2，720件、R3　3，008件、R4　3，380
件、R5　3，432件、R6　3，030件。

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

3

現状維持

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 11

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

各専門機関・団体がそれぞれの相談活動を行っているが、市が各
種専門相談を備えた無料の相談窓口を設定することにより、幅広
い市民が気軽に相談することができるようになる。

社会情勢の変化に伴い、相談種類を見直すなど、常に市民の
ニーズにあった相談窓口を提供する必要がある。結婚相談は、県
が実施する「ぎふ広域結婚相談事業７ネットワークシステム」へ参画
している。

多様化・複雑化する社会情勢の変化に伴い、市民の有益な相談
窓口としての役割を果たしている。

実績値 3,380 3,432 3,030

達成率 88.9% 90.3% 75.8%

実績値 15 15 15

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

15

50



_
【１.基本情報】

４８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

合理的な住所の表示を行うことにより、市民生活の便宜の向上に寄与する。

すっきりとした分かりやすい住所の表示にするため、従来の地番による住所の表示を街区符号及び住居番号で表記する住居表示を実施する。

同一地番が多数存在することや地番が順序よく並んでいない地区の住所の表示をすっきりとした分かりやすい表示へ変更する。

住居表示実施区域内の住民、法人等

岐阜市全域203.60K㎡のうち、住居表示計画面積67.505K㎡（計画率33.16％）

番号 0840040 001

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 住居表示整備事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民課

住居表示に関する事業、岐阜市住居表示に関する条例

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 2,626 260 2,626 260 3,146 260

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 16,536 520 16,744 520 25,662

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

780

0

計（Ａ） 19,162 780 19,370 780 28,808 1,040

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 0 0 0

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 0 0 0

執行率（C/B) - - -

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

19,162 19,370

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

28,808

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

19,162 19,370 28,808

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) 鏡島東地区において、令和7年度に住居表示実施するため、住居表示審議会を開催した。



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

市内には住所混乱地が存在しており、これらの地区の住所をわか
りやすく整理していくことは必要である。

住所を「分かりやすく」、「探しやすく」し、住所混乱地域をなくし、よ
りわかりやすい住所の表示地区としていく。

住所を分かりやすく、順序良く並んだものとするために、昭和48年
から住居表示整備を進めてきた。（R5実施率：64.12％）
鏡島地区ではこれまで他の地区で住居表示を実施し、残っている
鏡島東地区でも住居表示を実施することで、鏡島地区の住居表示
が完了し、よりわかりやすい住所の表示地区となる。

関係行政機関との協議や告示が必要なため、市が行う必要があ
る。

スケールメリットの影響があるため、区域が小さくなると費用対効果
は低下する。

令和７年度、鏡島東地区で住居表示実施予定。住居表示事業実施に当たっては、地元の協力・同意が必要。今後は、地元の協力・同意が得られた場合、他の事業との兼
ね合いをみて住居表示事業を進めていく。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 実施面積 単位 ｋ㎡

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 100 100 100

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以下） 100 100 100

成果 暮らしやすいまちづくりを推進する

指標 実施率 単位 ％

46 拡充

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

本事業により住居表示整備計画における実施率が64.12％→
64.60％を達成する見込みであり、地域内の住所が合理的で分かり
やすくなり、緊急車両等の迅速な対応が期待できる。

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

現状維持

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

実績値 64 64 80

達成率 136.0% 136.0% 120.0%

実績値 64 64 80

達成率 64.0% 64.0% 80.0%

15

50



_
【１.基本情報】

３０

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合)

市民課の窓口受付等の業務については民間活力を利用することで、サービスレベルの標準化や繁忙期・閑散期への柔軟な対応を可能とするサービス体制
を構築する。令和6年10月からは第2期事業として、総合窓口のコンセプト「歩かせない・書かせない・待たせない窓口」のさらなる推進をはかり、窓口DXと業
務の合理化による市民サービスの向上を図る。

ライフイベントに伴う国保・福祉・介護・子ども等の関連申請の受付・案内住民異動、出生死亡婚姻、印鑑登録、証明発行等、全般的な申請・届出の窓口業
務及び異動データ入力、一次審査、外線受電等の内部業務を民間へ委託。

窓口DXと業務の合理化による市民サービスの向上のため、市民課にコンビニ交付機を設置した。

岐阜市本庁舎市民課及び岐阜市ステーションプラザの窓口へ、住所異動・出生死亡婚姻・印鑑登録、証明発行等のために来課された市民に対する窓口受付業務

岐阜市本庁舎市民課及び岐阜市ステーションプラザの窓口へ、来課する全市民(約40万人)

岐阜市本庁舎市民課及び岐阜市ステーションプラザの窓口へ、来課する市民(年間約13.9万人)

386,285

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

367,794 367,846

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

386,285

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 100% 100% 90%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

367,794 367,846

決算額（C） 363,660 363,660 382,008

差額（B-C） 0 0 44,187

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 363,660 363,660 426,195

0

計（Ａ） 4,134 130 4,186 130 4,277 130

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 4,134 130 4,186 130 4,277

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

130

番号 0840040 002

実施方法 委託（民間） 補助等の種類 0 実施主体 パーソルビジネスプロセスデザイン(株)

事 業 名 市民課総合窓口受付等業務委託

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民課

―

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

民間の柔軟性を活用した窓口運用の実現は、社会のニーズに
合っている。
年に２回実施している、総合窓口アンケートの結果も委託事業者の
対応について、９０％以上がとても良かった、良かったとしている。

窓口である市が担う必要がある。

フロー見直し・人員適正配置による窓口等対応時間の短縮を実現
し、効率的な運用を図っている。総合窓口アンケートにて、要件が
済むまでにかかった時間について、「長くなかった」と回答した割合
がR5：91.3％→R6：94.0％に向上した。

窓口業務のDX化、合理化が推進されたことにより、専門業者による質の高いサービス提供や、柔軟な人員配置による待ち時間短縮が可能となった。
今後は、より効率的な運用に努め、総合窓口のコンセプト「歩かせない・書かせない・待たせない窓口」に取り組んでいく。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 93 99 98

達成率 94.9% 101.0% 100.0%

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 47 拡充

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 14

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

職員が高度・専門業務に集中することが可能となったほか、総合窓
口アンケートにおいても、90％以上が窓口の対応に満足しており
（R5：99.2％、R6：98.4％）、有効性は高いと思われる。

職員が担っていた分の人件費削減とともに、委託後の市民満足度
向上もみられ、市民に寄り添う総合窓口となっている。

人口削減や職員削減などの問題を踏まえ、繁忙期・閑散期への柔
軟な人員配置が可能である。

実績値 3９種類９１項目 3９種類９１項目 3９種類９１項目

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 98 98 98

成果 窓口業務における接遇サービスの質の向上

指標 市民の窓口サービスに対する満足度 単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 3９種類９１項目 3９種類９１項目 3９種類９１項目

指標 3９種類９１項目取扱い業務数 単位 項目

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

5

15

50



_
【１.基本情報】

２８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

交付申請書の記載が不要になるなど市民の負担軽減、窓口の合理化、待ち時間の短縮、窓口混雑の緩和、並びに開庁時間内に来庁できない市民への
サービスの向上。

全国約56,000店舗、岐阜市内約200店舗のコンビニエンスストア等に設置されているマルチコピー機を使用し、「マイナンバーカード」により住民票の写し等を
発行するサービスを運用する。

住民票の写し、印鑑証明書、戸籍証明書、戸籍の附票の写しの交付

暗証番号を登録した社会保障・税番号制度による「マイナンバーカード」を所持した岐阜市民

毎日６：３０～２３：００（メンテナンス時等を除く）

番号 0840040 003

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 住民票写し等コンビニ交付運用事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民課

―

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 0 0 0 0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

0

0

計（Ａ） 0 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 17,513 17,682 18,012

差額（B-C） 25 -113 -460

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 17,538 17,569 17,552

執行率（C/B) 100% 101% 103%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

17,513 17,682

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

18,012

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

17,513 17,682 18,012

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

コンビニ交付などのDXを推進していくことで、市民の利便性が向上
し、余暇時間を有効活用できるようになるため、消費活動が促進さ
れる。また、コンビニ交付の利用増加により、その周辺の店舗や飲
食店を利用する人が増えることで、地域経済の活性化につながる。

人口減少や職員の削減などの問題を踏まえ、DXを推進し、来なく
てもいい窓口を目指していく。

マイナンバーカードと４桁の暗証番号により発行でき、土、日、祝日
及び時間外の証明書の取得に有効であるほか、利用可能店舗も
多いことから、市民のニーズに対応する事業である。
また、コンビニ交付率も令和５年の26.81％から令和６年度32.67％
と上昇。

民間及び国・県では実施できない事業である。

コンビニ交付を推進することで、窓口の来庁者数（R5：570人/日→
R6：490人/日）を減らし、証明書交付に係る申請書の記入の省略、
審査業務の削減ができ、待ち時間の短縮による市民サービスの向
上及び窓口混雑の緩和につながる。

平成30年９月末で自動交付機を廃止したことから、ニーズの増加が見込まれるほか、市民サービス向上のため、引き続き事業を実施する。併せて、マイナンバーカードの交
付を推進し、コンビニ交付サービスの利用を促進する。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

5

指標 発行件数 単位 件

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 18,000 18,000 18,000

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 98 98 98

成果 住民票の写し等の取得にかかる市民の利便性の向上

指標 市民満足度 単位 ％

49 拡充

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

コンビニ交付率も令和５年の26.81％から令和６年度32.67％と上
昇。

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

10

現状維持

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 14

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

実績値 93 99 98

達成率 94.9% 101.0% 100.0%

実績値 64,786 101,794 106,903

達成率 359.9% 565.5% 593.9%

15

50



_
【１.基本情報】

６

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

2,387

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

0 0

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

2,387

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) - - 83%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

0 0

決算額（C） 0 0 2,387

差額（B-C） 0 0 477

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 0 0 2,864

0

計（Ａ） 0 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

正職員 0 0 0 0 0

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

0

0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

番号 0840040 004

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 戸籍事務に係る電子書籍AI検索システム導入事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民課

―

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

戸籍事務において、複雑な戸籍の届出や相談事例については、書籍や資料を参考に審査手続きを行っており、たくさんの書籍等を購入していたが、膨大な
書籍、資料から探すのに時間がかかり、来庁者の待ち時間が長くなってしまうため、来庁者の待ち時間短縮による市民サービスの向上や経費削減、職員の
業務効率化図る。

約370冊の戸籍事務に関する専門書籍に掲載された約１万7,000件の文献データ（随時追加）の中からAIを活用して文章による検索や同義語・類義語の読
み替え検索を行うことができる電子書籍ＡＩ検索システム

戸籍届出の審査及び判断のための書籍及び資料検索

市民課及び７事務所の利用者

年間戸籍届出件数約18,000件のうち、業務に習熟した職員による判断を要する件数（年間：約1,500件）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

実績値 - - 98

達成率 - - 100.0%

実績値 - - 29

達成率 - - 100.0%

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

46 拡充

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

職員の業務効率化が図られたほか、総合窓口アンケートにおいて
も、90％以上が窓口の対応に満足しており（R5：99.2％、R6：
98.4％）有効性は高いと考えられる。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） - - 98

成果 戸籍届書や戸籍の相談にかかる待ち時間の削減

指標 市民満足度 単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 - - 29

指標 １件あたりの待ち時間の削減 単位 分

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

5

AIを活用して職員の業務効率化を図るとともに、市民サービスの向
上に向け、引き続き利用していく。

業務の効率化が図られており、経費削減が見込まれている。

来庁者の待ち時間の短縮により市民サービスの向上が図られ、市
民のニーズに合っている。

戸籍の届出の受付事務を行う市がサービス利用の主体となる。

約370冊の戸籍事務に関する専門書籍に掲載された約１万7,000
件の文献データ（随時追加）の中からAIを活用して文章による検索
や同義語・類義語の読み替え検索を行うことができ、職員の業務の
効率化により待ち時間の削減が図られた。（総合窓口アンケートに
て、要件が済むまでにかかった時間について、「長くなかった」と回
答した割合がR5：91.3％→R6：94.0％に向上した。）

戸籍届書や戸籍の相談に対応する際、必要な資料を短時間で検索して活用できるようになり、市民の方をお待たせする時間が減った。約370冊の戸籍事務に関する専門書
籍に掲載された約１万7,000件の文献データ（随時追加）の中からAIを活用して文章による検索や同義語・類義語の読み替え検索を行うことができ、必要な最新の資料を容
易に見つけることができるようになり、業務の効率化が図られた。

15

50



_
【１.基本情報】

６

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を
本庁舎国保・年金課の国民健康保険窓口における国保の資格取得・喪失・変更の届出及び資格確認書等の再発行、保険料賦課説明、各種療養費の申請受付等並びに届
出書等の入力業務

誰に 岐阜市国民健康保険平均被保険者約7万人

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 岐阜市国民健康保険平均被保険者約7万人

番号 0840110 001

実施方法 委託（民間） 補助等の種類 0 実施主体 パーソルビジネスプロセスデザイン・アシスト共同事業体

事 業 名 国民健康保険窓口及び端末操作業務委託

担当部名 市民協働生活部 担当課名 国保・年金課

―

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 636 20 644 20 658

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

20

0

計（Ａ） 636 20 644 20 658 20

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 50,557 50,250 64,054

差額（B-C） 5,490 0 1,111

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 56,047 50,250 65,165

執行率（C/B) 90% 100% 98%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

51,193 50,894

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

64,712

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

51,193 50,894 64,712

目的（インパクト）
（何のためか）

国民健康保険窓口業務は、従来、主に嘱託員等6人が対応しており、毎日の夕方や休暇取得時等による嘱託員等の不在時には正職員が対応していた。来
庁者の繁閑への柔軟な対応や、職員の各々の本来業務に集中することが可能となるよう、国民健康保険窓口及び端末操作業務について、市民サービスの
向上及び事務の効率化を図ることを目的とし、これを民間活力の活用により実現する。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

国民健康保険の窓口対応に関する業務（国保の資格取得・喪失・変更の受付及び資格確認書等の再交付、保険料賦課説明、各種療養費の申請受付等）
並びに端末操作業務について、民間へ委託

前年度からの改善点
(継続事業の場合) 平成29年度より行ってきた窓口業務委託に、令和6年10月より端末操作業務を加えた委託内容とした。



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

5

指標 国保・年金課の国民健康保険窓口の来庁者対応件数 単位 人

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 35,000 30,000 28,000

目標値（以上） 98 98 98

成果 来庁者に対する円滑な受付対応、事務の効率化による待ち時間の短縮

指標 市民の窓口サービスに対する満足度 単位 ％

実績値 29,292 25,654 22,914

達成率 83.7% 85.5% 81.8%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

拡充 44 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記） 窓口来庁者数が曜日や時期、発送物により大きく変動するため、
民間の柔軟性を活用した窓口運用の実現は、社会のニーズに
合っている。繁忙期である7月と閑散期である12月では、1.7倍の来
庁者数の差が生じていることから、柔軟な人員配置が可能な業務
委託の必要性は高い。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

医療保険者である市が担う必要がある。市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

委託従事者11～12名分の費用は年間64,054千円であり、職員を
同数配置した場合、平均給与が7,998千円（令和6年度）×11名＝
87,978千円となることから、人件費が抑えられている。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

人口減少、被保険者の減少を見据え、柔軟な人員配置を可能とす
る事業であり、課題解決に直接結びつく。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

窓口業務及び端末操作業務は業務の効率化に不可欠であり、当該事業は非常に重要であることから、継続して実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8 「だれもが自分らしく健康に生きられるまちへ」の方向性に関わり、
市民に寄り添う国民健康保険窓口となっている。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 99 100 100

達成率 101.3% 101.7% 101.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

1

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

つながっていない。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

15

50



_
【１.基本情報】

２ ７

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

番号 0840110 002

実施方法 委託（民間） 補助等の種類 0 実施主体
岐阜市国民健康保険料収納センター
（株式会社アイ・ティ・フォーベックス）

事 業 名 国民健康保険収納業務委託

担当部名 市民協働生活部 担当課名 国保・年金課

国民健康保険法第80条の2

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 954 30 966 30 987

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

30

0

計（Ａ） 954 30 966 30 987 30

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 39,670 39,670 79,512

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 39,670 39,670 79,512

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

40,624 40,636

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

80,499

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

40,624 40,636 80,499

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合)

収納業務（訪問収納、電話・文書による催告など）

国民健康保険料の滞納者

（見込み）　訪問件数：3,800件／月、　電話・文書催告件数：3,600件／月

民間事業者の知見、料金回収のノウハウやマンパワーを活用し、国民健康保険料の収納率の向上を図る。

国民健康保険料の滞納者への訪問収納、電話・文書による催告等

SMS送信による催告を開始、週3日、各日20件程度送信。返電率8％前後（うち納付、納付約束6～8割）。



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

5

指標 委託対象エリア範囲（地区） 単位 地区

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 31 31 50

目標値（以上） 103,950 186,915 166,416

成果 適正で公平な加入者の保険料負担、国保制度の健全な事業運営

指標 収入額 単位 千円

31 31 50

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 12

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 拡充 45 継続

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 174,687 164,899 131,516

達成率 168.0% 88.2% 79.0%

公的医療保険は互助共済的な制度であり、適正で公平な保険料
負担により、健全な事業運営を図ることが大切である。よって、収納
対策により収納率の向上を図ることは必要である。
6年度の収納センターの業務実績は、月平均で、架電件数2,817
件、訪問件数2,609件であり、徴収業務において催告業務は、収納
率向上のための対策として重要である。

医療保険者である市が担う必要がある。

・委託費は、年間79,512千円であり、職員を同数配置した場合、平
均給与が7,998円（令和6年度）×16名＝127,968千円となることか
ら、人件費が抑えられている。
・地図アプリ、訪問アプリ等積極的に取り入れ、即時の訪問結果入
力等事務効率化を図るなど、民間事業者のノウハウを活用すること
により、効率化が図られている。

加入者が、安心して医療機関を受診できるよう、加入者が保険料を
出し合い、お互いに助け合う制度であり、今後の人口減少、高齢
化、年金制度改正による国保の加入者の減少による国保料の減収
対策に、必要な業務である。

収納率が向上し、保険料収入が増加することで、国保財政が健全
化し、安定的な国保運営が図れる。

民間事業者のノウハウを活用することで、収納率の向上が見込め
る。6年度の架電による収納金額は94,805,798円、訪問催告による
徴収金額は27,160,802円、収納金額は16,168,364円、合計
138,134,964円で、収入済額の1.72％である。
※収納金額：納付約束した人が納付した金額

滞納者への電話・文書等による催告等の委託は業務の効率化に不可欠であり、当該事業は非常に重要であることから、継続して実施していく。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

実績値

15

50



_
【１.基本情報】

１８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合)

斎苑

利用者

13,345人

斎場の安定した運営

建物及び設備の保守・管理、受付・案内業務、休日・夜間管理、清掃、駐車場整理等

岐阜市斎苑予約システムの導入

163,613

執行率（F/E) 104% 107% 105%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

129,383 126,331

決算額（F） 80,251 84,190 82,643

差額（E-F） -2,976 -5,460 -4,271

246,256

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 77,275 78,730 78,372

執行率（C/B) 119% 84% 125%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

209,634 210,521

決算額（C） 162,509 159,367 196,212

差額（B-C） -26,073 30,230 -38,648

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 136,436 189,597 157,564

0

計（Ａ） 47,125 2,990 51,154 3,358 50,044 2,795

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 22,321 2,210 26,038 2,578 24,382 2,015

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 24,804 780 25,116 780 25,662

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

780

番号 0840120 001

実施方法 委託（民間） 補助等の種類 0 実施主体 ㈱ビル管理システムほか

事 業 名 斎苑業務委託

担当部名 市民生活部 担当課名 斎苑

個別施設計画（令和3年3月）、斎苑整備計画（平成29年3月）

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

市民協働生活部



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 0 0 0

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

確実な施設運営ができており、営業日（年間約304日）中、管理不
備が原因による休業日はない。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

今後も他市の動向等を注視しつつ合理的、経済的で確実な施設運営を継続する。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8
市民の誰もが住み続けたいと思う魅力あるまちを実現するため、適
正に施設を整備し、都市環境や都市基盤の効率的かつ効果的な
維持・更新を図る必要がある。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

施設を安定して運営することで、多死社会による火葬のピーク（令
和21、22年）を乗り切る。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 42 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

亡くなられた岐阜市民の96%以上が岐阜市斎苑で火葬されている
ため、斎苑の安定した運営は必要不可欠な事業である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

火葬場の経営主体は、原則として市町村等の地方公共団体でな
ければならないとされており、類似事業はない。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

受付・案内業務等の一部の業務を委託することで合理的、経済的
で確実な施設運営を行っているが、他市の状況等を注視し、指定
管理者制度の導入についても検討していく。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 303 304 305

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以下） 0 0 0

成果 斎場の安定した運営

指標 管理不備による休業日数 単位 日

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 303 304 305

指標 開館日数 単位 日

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

２

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合)

-46,204

執行率（F/E) 146% 90% 77%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

-70,626 -60,786

決算額（F） 72,999 63,026 48,486

差額（E-F） -22,999 6,974 14,514

2,282

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 50,000 70,000 63,000

執行率（C/B) 49% 67% 74%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

2,373 2,240

決算額（C） 1,419 1,274 1,295

差額（B-C） 1,481 641 455

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 2,900 1,915 1,750

0

計（Ａ） 954 30 966 30 987 30

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

966 30 987

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

30

番号 0840120 002

実施方法 委託（民間） 補助等の種類 0 実施主体 株式会社三豊

事 業 名 斎苑残骨灰処理業務委託

担当部名 市民生活部 担当課名 斎苑

―

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

残骨灰の処理を遺族及び市民感情に配慮して適正に行うとともに、残骨灰に含まれる有価物を市に返還させ、売却することにより歳入の確保を図る。

岐阜市斎苑で発生する残骨灰を遺族及び市民感情を損なわないように配慮して最終供養地に至るまでの一連の作業を適正に処理する。また、分別処理工
程で生じた有価物を精錬して市に返還させ、入札により売却することで施設の維持管理や周辺の環境整備に必要な費用の確保を図る。

斎苑

利用者

13,345人

なし

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 954 30

市民協働生活部



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 63,026 48,486

達成率 126.1% 77.0% 88.6%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

アウトカム目標達成度

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

44,317

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

現状維持 45

12

継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

亡くなられた岐阜市民の96％以上が岐阜市斎苑で火葬されてお
り、施設の安定した運営のために必要な事業である。

火葬場の経営主体は、原則として市町村等の地方公共団体でな
ければならないとされている。

実績値 20 16 14

達成率 105.3% 80.0% 82.4%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 50,000 63,000 50,000

成果 施設の安定した管理・運営

指標 有価物の売却額 単位 千円

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 19 20 17

指標 残骨灰の量 単位 t

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

5

指名競争入札制度で委託業者を適正に決定しており、５年で委託
料を約70万円削減するなど、事業の効率化にもつながっている。
今後も他市町村の状況等を参考に適正な積算金額の設定に努め
る。

施設を安定して運営することで、多死社会による火葬のピーク（令
和21、22年）を乗り切る。

市民の誰もが住み続けたいと思う魅力あるまちを実現するため、適
正に施設を整備し、都市環境や都市基盤の効率的かつ効果的な
維持・更新を図る必要がある。

令和3年度から開始した有価物の売却額の累計額は2億4千万円
を超えており、売却益を活用して安定した施設運営を図ることがで
きる予定である。残骨灰の処理についても遺族及び市民感情を損
なうことなくできている。

今後も遺族及び市民感情を損わないよう配慮して適正に残骨灰の処理を行うとともに、売却益を活用し、安定した施設の運営を図る。

15

50



_
【１.基本情報】

２８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十分に発揮できる社会を実現するため、市において女性活躍推進のための事業
に取り組む。

女性が活躍できるよう、ワーク・ライフ・バランス、男女がともに働きやすい環境の事業者を拡大していくための男女共同参画優良事業者表彰事業、ぎふし共
育・女性活躍企業認定事業

女性の活躍推進に向けた意識啓発と理解促進

全市民・事業者

働く場面で活躍したいという希望を持つすべての女性が、その個性と能力を十分に発揮できる環境が創出されるまで

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

番号 0840130 001

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 女性活躍推進事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

岐阜市男女共同参画推進条例、第3次岐阜市男女共同参画基本計画（改定版）
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律

0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 3,816 120 5,796 180 5,922

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

180

0

計（Ａ） 3,816 120 5,796 180 5,922 180

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 3,408 485 601

差額（B-C） -397 388 279

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 3,011 873 880

執行率（C/B) 113% 56% 68%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

7,224 6,281

決算額（F） 1,014 203 214

差額（E-F） 68 132 121

6,523

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 1,082 335 335

執行率（F/E) 94% 61% 64%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

6,210 6,078 6,309

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想に密接に関係している
・まちづくりの方向性
　産業・労働・交流
　自分らしく働ける雇用のあるまちへ

男女共同参画社会の実現に直接的に結びつく事業である。

優良事業者へのアンケートからも、表彰されたことで社員の意識が
高まり、就職希望者が増えたなどといった回答を得られ、一定の効
果があると考えられる。

意識啓発は行政が行う施策であり、女性の活躍を推進していくため
には、市が行うべきものと思われる。なお、事業者向けの取り組み
は岐阜県や近隣市町村との連携も効果的と考える。

効率化できるような事務作業がない事業となっている。

女性が職業を持ち続けていくためには、一人一人の意識改革はもちろんのこと、事業主側の意識改革や環境整備も必要であり、そのためには広域で啓発することも効果的
と考えられるため、岐阜県や近隣市町との連携を視野に入れながら、事業展開を図る。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

1

指標 企業認定・優良事業者の表彰式 単位 回

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 1 1 1

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 90 / 55 105 / 57 120 / 57

成果 ワーク・ライフ・バランスに取り組む事業者の増加を図る

指標 認定企業、優良事業者 単位 事業者数

38 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

男女共同参画優良事業者表彰事業、ぎふし共育・女性活躍企業
認定事業を実施することで、男女共同参画の推進やワーク・ライ
フ・バランス等に取り組む事業者への増加に寄与していると言え
る。

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

現状維持

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

実績値 125 / 55 131 / 56 143 / 58

達成率 119.5% 111.5% 110.5%

実績値 1 1 1

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

15

50



_
【１.基本情報】

３

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

番号 0840130 002

実施方法 委託（出資団体） 補助等の種類 0 実施主体 （公財）岐阜市教育文化振興事業団

事 業 名 つながりサポート型支援事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

岐阜市男女共同参画推進条例、第3次岐阜市男女共同参画基本計画（改定版）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 3,180 100 6,440 200 5,922

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

180

0

計（Ａ） 3,180 100 6,440 200 5,922 180

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 15,461 15,478 15,333

差額（B-C） -461 122 184

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 15,000 15,600 15,517

執行率（C/B) 103% 99% 99%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

18,641 21,918

決算額（F） 10,578 11,138 10,125

差額（E-F） 672 112 1,125

21,255

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 11,250 11,250 11,250

執行率（F/E) 94% 99% 90%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

8,063 10,780 11,130

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

女性の居場所づくり、個別相談、心理カウンセリング、NPO等による緊急雇用

コロナ禍において、生活や仕事、子育てや介護に関する困難や不安を抱える女性

孤独・孤立で不安を抱える女性が、社会との絆・つながりを回復することができるようになるまで

コロナ禍において、生活や仕事、子育てや介護に関する女性の困難や不安が深刻な状況となったが、顕在化・表面化してきてない問題等があると考えられ
た。そこで、孤独・孤立で不安を抱える女性が、社会との絆・つながりを回復することができるよう、NPO等の知見を活用し、居場所の提供、個別相談等、きめ
細かな支援を行う。あわせて、こうした女性を支援するNPO等によるネットワークを形成し、本事業が終了した後も、継続して支援できる仕組みを構築する。

(1)女性の居場所づくり
(2)支援が必要な女性（要支援者）への個別支援
(3)本業の周知
(4)つながりサポート型女性支援ネットワークの形成



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

1

指標 居場所の開催日 単位 日

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 374 413 449

目標値（以上） 30 25 55

成果 女性の支援をする団体のネットワークを活用することができ、困っている女性の支援件数が増える

指標 NPO等が連携し相談支援を行った件数 単位 件

410 413 449

達成率 109.6% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 14

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 37 継続

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 54 54 45

達成率 180.0% 216.0% 81.8%

あんしんつながりステーションへの来所者数が減少していないこと
から、不安や困難を抱えた女性が支援を必要としていることがわか
る。

女性の課題に取り組むNPO等が対応する要支援者との対応情報
を共有しながら、各団体及び岐阜市との包括的な連携を構築し、よ
り効果的な事業推進につなげることができる。

効率化できるような事務作業がない事業となっている。

男女共同参画社会の実現に直接的に結びつく事業である。

未来のまちづくり構想に密接に関係している
・まちづくりの方向性
　健康・福祉・医療
　一人ひとりに寄り添う福祉

あんしんつながりステーションを開設したことにより、困難を抱えた
女性に対し相談支援を行い、より支援することができる機関へつな
ぐことができた。

コロナ禍において顕在化した社会から孤立する女性の居場所としての役割を果たし、相談者に寄り添いながら、それぞれの活動分野を持つ支援団体と連携したことにより女
性の悩みに幅広く対応できたため、継続する。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

実績値

15

50



_
【１.基本情報】

８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

市民が生涯学習で得た知識を主体的に地域に還元することにより、活力ある地域社会の実現を目指す。

各種講座・教室などを生涯学習「長良川大学」として、ライフステージに応じて体系化し、「長良川大学ガイドブック」等で情報提供する。独自の単位認証制度
があり、一定数の単位ごとに認定証（賞讃状）を、学長（市長）から認定者に授与する。

学習の機会及び情報の提供

市民

より多く

9,726

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

9,053 7,731

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

9,726

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 228% 93% 91%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

9,053 7,731

決算額（C） 2,375 969 2,817

差額（B-C） -1,332 74 293

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 1,043 1,043 3,110

0

計（Ａ） 6,678 210 6,762 210 6,909 210

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 6,678 210 6,762 210 6,909

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

210

番号 0840130 003

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 生涯学習「長良川大学」

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

第３次生涯学習基本計画

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

市民意識調査（R6）では1/4以上（25.9％）の方が生涯学習に取り
組んでいると回答しており、その中で年間延べ10万人以上の方が
受講している。岐阜市においての生涯学習の主たる事業の１つで
あり、ニーズは高い。

市民に対する生涯学習の推進は、身近な存在だる市が進めるべ
き、担うべき部分である。また、民間では限られた分野となり、市が
行うことで幅ひろい分野の生涯学習を実施することができる。

多くの受講があるものの、認知度が高いとは言えず、認知度を上げ
ることで、より効率的に生涯学習の推進を図る余地がある。

大変多くの市民の方々が受講しており、本市の生涯学習の推進に貢献している事業であり、継続していく。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 24 25 26

達成率 59.0% 63.0% 64.8%

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 35 継続

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 8

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

長良川大学により生涯学習に取り組む機会を提供するものであり、
受講者数の増加は、そのまま市民の生涯学習の推進につながる。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性「教育・子育て」
において、生涯にわたって誰もが文化芸術やスポーツを楽しみ、
生活の質を高める取組の推進を定め、「市民協働・防災・環境」に
おいて、個人の学びの充実とともに、地域課題の解決に向けた活
動にも生きる生涯学習機会の提供を位置付けている。

高齢社会の中で、生きがいを持つことは大変意義深く、生涯学習
の推進は、高齢社会のあり方の課題解決に直接影響を与えるもの
である。

実績値 66,326 89,157 105,898

達成率 53.1% 71.3% 84.7%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 40 40 40

成果 市民に生涯学習に取り組む機会の提供を行う

指標
日々の生活の中で何らかの生涯学習（文化・芸術・スポーツ・ボランティア
活動・社会人講座受講など）に取り組んでいる人の割合（市民意識調査）

単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 125,000 125,000 125,000

指標 長良川大学受講者数 単位 人

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

1

15

50



_
【１.基本情報】

５７

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 地域住民の連帯意識を高め、快適で住みよい地域社会の形成に寄与するために設置されたコミュニティセンターの適切な運営管理を行う

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

施設の管理に関する業務、使用の許可及び制限に関する業務、地域の生涯学習及びコミュニティ活動の推進に関する業務、その他、センターの管理上又
は設置の目的を達成するために市長が必要と認める業務

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

258,617

執行率（F/E) 95% 89% 88%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

242,110 244,757

決算額（F） 23,449 22,338 22,288

差額（E-F） 1,174 2,813 3,093

280,905

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 24,623 25,151 25,381

執行率（C/B) 99% 94% 97%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

265,559 267,095

決算額（C） 256,019 257,435 271,035

差額（B-C） 2,538 15,094 7,829

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 258,557 272,529 278,864

0

計（Ａ） 9,540 300 9,660 300 9,870 300

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 9,540 300 9,660 300 9,870

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

300

番号 0840130 004

実施方法 委託（その他） 補助等の種類 0 実施主体 各コミュニティセンター運営委員会(8団体・地元自治会中心)

事 業 名 コミュニティセンター運営管理

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

岐阜市コミュニティセンター条例・施行規則

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 適正な運営・管理

誰に 利用者

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 指定管理料の範囲



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 24 25 26

達成率 59.0% 63.0% 64.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

生涯学習施設であり、施設におけるサークル数の増加、利用者数
の増加はそのまま、市民の生涯学習の推進につながるものである。

アウトカム目標達成度 8

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

地域における生涯学習の拠点であり、毎年、大変多くの方々が利用する施設であり、引き続き、運営管理を行う。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性「教育・子育て」
において、生涯にわたって誰もが文化芸術やスポーツを楽しみ、
生活の質を高める取組の推進を定め、「市民協働・防災・環境」に
おいて、個人の学びの充実とともに、地域課題の解決に向けた活
動にも生きる生涯学習機会の提供を位置付けている。
生涯学習の地域における拠点であり、方向性は合致している。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

高齢社会の中で、生きがいを持つことは大変意義深く、生涯学習
の推進は、高齢社会のあり方の課題解決に直接影響を与えるもの
である。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 37 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

地域の生涯学習の拠点であり、年間約46万人以上の利用者があ
る。サークル活動や市民活動などの拠点としても活用され、必要性
は高い。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

身近に利用できる施設として、設置は、市が行うべきことであり、管
理運営は指定管理で地域に委ねている。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

地域住民の利用を主対象としており、市及び地域による指定管理
者で行うことが適正である。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 344 330 319

達成率 83.9% 80.5% 77.8%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 40 40 40

成果 市民に生涯学習に取り組む機会の提供を行う

指標
余暇に何らかの生涯学習(文化・芸術・スポーツ・ボラン

ティア活動など)に取り組んでいる人の割合(市民意識調査)
単位 %

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 410 410 410

指標 コミュニティセンター登録サークル数(8館) 単位 サークル

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

３

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

地域住民の連帯意識を高め、学習、保育、休養及び集会の用に供し、健康で文化的な近隣社会の構築とその発展に寄与するために設置された柳津地区
学習等供用施設の適正な運営管理を行う。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 施設の管理に関する業務、地域の生涯学習に関する業務、その他、会館の管理上又は設置の目的を達成するため市長が必要と認める業務

前年度からの改善点
(継続事業の場合) R6年度に指定管理から直営への運営のあり方を見直した。

14,240

執行率（F/E) 99% 99% 101%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

10,084 11,521

決算額（F） 72 72 72

差額（E-F） 1 1 -1

14,312

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 73 73 71

執行率（C/B) 75% 91% 116%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

10,156 11,593

決算額（C） 7,930 9,339 12,009

差額（B-C） 2,705 936 -1,674

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 10,635 10,275 10,335

0

計（Ａ） 2,226 70 2,254 70 2,303 70

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 2,226 70 2,254 70 2,303

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

70

番号 0840130 005

実施方法 委託（その他） 補助等の種類 0 実施主体 各会館管理運営委員会（7団体・地元自治会中心）

事 業 名 柳津地区学習等供用施設運営管理

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

岐阜市柳津地区学習等供用施設条例・施行規則

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 適正な運営・管理

誰に 利用者

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 指定管理料の範囲



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 24 25 26

達成率 59.0% 63.0% 64.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

1

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

生涯学習施設であり、利用者の増加はそのまま、市民の生涯学習
の推進につながるものであるが、稼働率の低さなどが課題となって
いる。

アウトカム目標達成度 8

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

利用者数が低迷している現状を含め、R7年度から新しい運営形態により実施していく。

方向性

改善

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性「教育・子育て」
において、生涯にわたって誰もが文化芸術やスポーツを楽しみ、
生活の質を高める取組の推進を定め、「市民協働・防災・環境」に
おいて、個人の学びの充実とともに、地域課題の解決に向けた活
動にも生きる生涯学習機会の提供を位置付けている。
柳津地区に設置された生涯学習施設であるが、そのあり方の検討
が必要。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

高齢社会の中で、生きがいを持つことは大変意義深く、生涯学習
の推進は、高齢社会のあり方の課題解決に直接影響を与えるもの
である。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

改善 25 改善

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 1

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）
柳津地区以外の地域にはない施設であり、全市的にみると施設数
のバランスは取れていない。また、柳津地区には、他にも「柳津生
涯学習センター」や「もえぎの里生涯学習センター」があり、生涯学
習施設数が多い。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

身近な生涯学習施設として市が設置し、地域で組織した委員会に
よる指定管理で運営している。利用が一部の地域に限定されてい
るため、市全域で利用できる体制づくりを検討していくことは必要。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

指定管理により必要最小限の費用で運営しているが、稼働率は低
い。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 10,308 16,597 14,717

達成率 34.4% 55.3% 49.1%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 40 40 40

成果 市民に生涯学習に取り組む機会の提供を行う

指標
余暇に何らかの生涯学習（文化・芸術・スポーツ・ボラン

ティア活動など）に取り組んでいる人の割合（市民意識調査）
単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 30,000 30,000 30,000

指標 柳津地区学習等供用施設利用者数 単位 人

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

1

15

50



_
【１.基本情報】

１３

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 適正な運営・管理

誰に 利用者

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 指定管理料の範囲

番号 0840130 006

実施方法 委託（出資団体） 補助等の種類 0 実施主体 公益財団法人岐阜市教育文化振興事業団

事 業 名 生涯学習センター運営管理

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

岐阜市生涯学習・女性センター条例・施行規則

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 9,540 300 9,660 300 9,870

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

300

0

計（Ａ） 9,540 300 9,660 300 9,870 300

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 279,261 229,670 299,728

差額（B-C） 10,595 6,117 4,967

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 289,856 235,787 304,695

執行率（C/B) 96% 97% 98%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

288,801 239,330

決算額（F） 20,701 22,338 22,288

差額（E-F） 5,672 5,689 6,366

309,598

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 26,373 28,027 28,654

執行率（F/E) 78% 80% 78%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

268,100 216,992 287,310

目的（インパクト）
（何のためか） 市民の生涯学習を推進するために設置された生涯学習センターの適切な運営管理を行う。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 施設の管理に関する業務、使用許可及び制限に関する業務、使用料の徴収及び減免に関する業務、センター事業の実施に関する業務

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 生涯学習センター利用者数 単位 人

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 210,000 210,000 210,000

目標値（以上） 40 40 40

成果 市民に生涯学習に取り組む機会の提供を行う

指標
日々の生活の中で何らかの生涯学習（文化・芸術・スポーツ・ボランティア
活動・社会人講座受講など）に取り組んでいる人の割合（市民意識調査）

単位 ％

実績値 109,984 132,869 142,476

達成率 52.4% 63.3% 67.8%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

現状維持 37 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

地域の生涯学習の拠点であり、年間約14万人以上の利用者があ
る。サークル活動や市民活動などの拠点としても活用され、必要性
は高い。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

身近に利用できる施設として、設置は、市が行うべきことであり、管
理運営は指定管理で地域に委ねている。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

ノウハウを持つ指定管理者で行うことは効率的である。施設の管理
上、必要な経費を積算したうえ、指定管理料を算出しているため、
適正な事業費で運営されている。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

高齢社会の中で、生きがいを持つことは大変意義深く、生涯学習
の推進は、高齢社会のあり方の課題解決に直接影響を与えるもの
である。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

市の生涯学習の拠点施設であり、毎年、大変多くの方々が利用する施設であり、継続して運営していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性「教育・子育て」
において、生涯にわたって誰もが文化芸術やスポーツを楽しみ、
生活の質を高める取組の推進を定め、「市民協働・防災・環境」に
おいて、個人の学びの充実とともに、地域課題の解決に向けた活
動にも生きる生涯学習機会の提供を位置付けている。
市における生涯学習の拠点であり、方向性は合致している。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 24 25 26

達成率 59.0% 63.0% 64.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

生涯学習施設であり、施設利用者数はそのまま、市民の生涯学習
の推進につながるものである。

アウトカム目標達成度 8

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

15

50

15



_
【１.基本情報】

５８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 市民の生涯学習の推進を図るために設置された柳津生涯学習センターを適正に運営管理する。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 施設の管理に関する業務、使用許可及び制限に関する業務、使用料の徴収及び減免に関する業務、センター事業の実施に関する業務

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

49,705

執行率（F/E) 51% 47% 49%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

22,630 24,190

決算額（F） 754 689 667

差額（E-F） 725 790 705

50,372

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 1,479 1,479 1,372

執行率（C/B) 107% 91% 86%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

23,384 24,879

決算額（C） 19,531 21,022 45,808

差額（B-C） -1,213 2,089 7,547

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 18,318 23,111 53,355

0

計（Ａ） 3,853 360 3,857 360 4,564 360

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 3,535 350 3,535 350 4,235 350

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 318 10 322 10 329

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

10

番号 0840130 007

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 柳津生涯学習センター運営管理

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

岐阜市柳津生涯学習センター条例・施行規則

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 適正な運営管理

誰に 利用者

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 公平・公正に



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 24 25 26

達成率 59.0% 63.0% 64.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

生涯学習施設であり、施設利用者数はそのまま、市民の生涯学習
の推進につながるものである。

アウトカム目標達成度 8

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

柳津地区における生涯学習の拠点施設であり、今後も継続して運営していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性「教育・子育て」
において、生涯にわたって誰もが文化芸術やスポーツを楽しみ、
生活の質を高める取組の推進を定め、「市民協働・防災・環境」に
おいて、個人の学びの充実とともに、地域課題の解決に向けた活
動にも生きる生涯学習機会の提供を位置付けている。
市における生涯学習の拠点であり、方向性は合致している。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

高齢社会の中で、生きがいを持つことは大変意義深く、生涯学習
の推進は、高齢社会のあり方の課題解決に直接影響を与えるもの
である。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 29 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

地域の生涯学習の拠点であるが、年間約７千人程度の利用者にと
どまり、必ずしもニーズが高いとはいいがたい。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

身近に利用できる施設として、設置は、市が行うべきことであり、他
の実施運営は難しい。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

ノウハウを持つ指定管理者で行うことは効率的である。施設の管理
上、必要な経費を積算したうえ、指定管理料を算出しているため、
適正な事業費で運営されている。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 6,182 7,026 6,717

達成率 20.6% 23.4% 22.4%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 40 40 40

成果 市民に生涯学習に取り組む機会の提供を行う

指標
日々の生活の中で何らかの生涯学習（文化・芸術・スポーツ

・ボランティア活動・社会人講座受講など）に取り組んでいる人の割合
単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 30,000 30,000 30,000

指標 柳津生涯学習センター（2施設）利用者 単位 人

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

1

15

50



_
【１.基本情報】

２

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 戦争の悲惨さを後世に伝え、平和の尊さを啓発する

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 毎年7月9日の岐阜空襲があった日に平和の鐘を鳴らし、平和の尊さを考える

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

2,660

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,646 1,658

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

2,660

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 66% 65% 80%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

1,646 1,658

決算額（C） 374 370 1,344

差額（B-C） 192 196 345

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 566 566 1,689

0

計（Ａ） 1,272 40 1,288 40 1,316 40

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 1,272 40 1,288 40 1,316

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

40

番号 0840130 008

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 平和の鐘事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

―

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 平和の大切さ

誰に 全市民

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 平和都市宣言の願いが実現し、続くまで



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 146,132 161,706 129,750

達成率 146.1% 161.7% 129.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

1

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

平和への思いを直接的に数値化することは難しいため、平和に関
する取組への参加状況により数値化している。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

本市の平和都市宣言の趣旨に基づき、市民の方々に平和についての思いをはせていただく機会となっており、引き続き実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5
未来のまちづくり構想や計画に定められているものではないが、昭
和６３年に平和都市宣言をしており、この宣言の趣旨に基づいて実
施するものである。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

国際社会の中で、いまだ、不安定な地域がある中、基礎自治体と
して平和啓発を行うことは意義が大きい。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 33 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）
国際社会の中で、いまだ、不安定な地域があり、そのような中、平
和に向けた日本が果たす役割は大きい。平和啓発は国レベルで
の実施が難しく、基礎自治体としての役割として平和啓発を行うも
のである。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

防衛、平和維持は国の責務で行うものであるが、平和への意識醸
成は身近な存在である市が行う必要がある。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

市のみならず、市内の寺院や教会等が同日に打鐘しており、平和
を祈念する取り組みを行うなど、市民協働の考えのもと、実施して
いる。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 4 4 5

達成率 80.0% 80.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 100,000 100,000 100,000

成果 市民の平和への思いを高める

指標 平和への思い（折り鶴）の数 単位 羽

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 5 5 5

指標 マスコミ（新聞）に取り上げられた件数 単位 件

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

５５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 運営費補助金

誰に 原水爆禁止岐阜県協議会

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 予算の範囲内

番号 0840130 009

実施方法 補助等 補助等の種類 団体事業補助金 実施主体 原水爆禁止岐阜県協議会

事 業 名 岐阜市平和啓発推進補助金

担当部名 市民協働生活部 担当課名 男女共生・生涯学習推進課

―

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 159 5 161 5 165

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

5

0

計（Ａ） 159 5 161 5 165 5

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 50 50 50

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 50 50 50

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

209 211

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

215

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

209 211 215

目的（インパクト）
（何のためか）

世界と未来に向かって持続可能な多文化共生型の地域社会や活力あるひとづくりの実現」を根幹で支える「恒久的な世界平和や核兵器廃絶に関する市民
意識の高揚」を図る。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

世界平和や核兵器廃絶等の実現を目的とする会議への参加や地域社会における平和的活動等の諸事業等を支援するとともに、当該事業者の自主自立性
の高揚を図る。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 総事業費に占める補助金の割合 単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 4 4 4

目標値（以上） 100,000 100,000 100,000

成果 市民の平和への思いを高める

指標 平和への思い（折り鶴）の数 単位 羽

実績値 4 2 4

達成率 111.1% 41.7% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

現状維持 33 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国際社会の中で、いまだ、不安定な地域があり、そのような中、自
治体のみならず、専門的知識を持った民間団体が行う。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない
防衛、平和維持は国の責務で行うものであるが、平和への意識醸
成は身近な存在である市が行う必要がある。また、民間団体が独
自の専門知識を用いて行う平和啓発活動をを支援するものであ
る。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

民間団体が行う平和啓発活動に対して、支援を行うものです。
効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

国際社会の中で、いまだ、不安定な地域がある中、基礎自治体と
して民間団体と協力して、平和啓発を行うことは意義が大きい。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

本市の平和都市宣言の趣旨に基づき、民間団体の活動を支援するものであり、引き続き実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5
未来のまちづくり構想や計画に定められているものではないが、昭
和６３年に平和都市宣言をしており、この宣言の趣旨に基づいて実
施するものである。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 146,132 161,706 129,750

達成率 146.1% 161.7% 129.8%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

1

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

平和への思いを直接的に数値化することは難しいため、平和に関
する取組への参加状況により数値化している。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

15

50

1515



_
【１.基本情報】

１５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 環境美化に対する市民意識の高揚及び市民・行政の協働による快適な公共空間の創出を図る。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

道路、公園、河川等の公共空間・文化財等まちのシンボルの美化及びその環境保全のために行われる市民によるボランティア活動への支援（市民総合賠償
保障保険等の適用、サインボードの設置）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) 新規加入3団体、辞退3団体で、市内各地で186団体が市と覚書を結んで活動した。

2,859

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

2,706 3,290

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

2,859

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 77% 210% 82%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

2,706 3,290

決算額（C） 321 875 391

差額（B-C） 96 -458 86

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 417 417 477

0

計（Ａ） 2,385 75 2,415 75 2,468 75

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 2,385 75 2,415 75 2,468

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

75

番号 0840140 001

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 岐阜版アダプト・プログラム事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市住民自治基本条例、協働のまちづくり推進計画

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 主として公共空間の美化活動

誰に 市民活動団体、市内に活動拠点を置く企業等

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 市全域



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 187 186 186

達成率 124.7% 124.0% 124.0%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記） サインボードの設置数は102基で、設置要望が8基を含めると設置

率は65.5％となる。活動参加を周知するには、実施場所への活動
表示が最も効率的であり、サインボードの設置は参加団体の活動
意欲を高め、まちづくりへの参加継続を促すことができる。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

「協働のまちづくり」を進めるための一手法で、地域に愛着を持つ市民を増やし、ひいてはシビックプライドの醸成につながる事業であることから、今後も参加団体の増に努め
る。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5 未来のまちづくり構想に密接に関係している。
岐阜市協働のまちづくり推進計画

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

「協働のまちづくり」を進めるための一手法で、地域に愛着を持つ
市民を増やし、ひいてはシビックプライドの醸成につながる事業で
あることから、今後も参加団体の増に努める。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 37 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

サインボードの設置数は102基で、設置要望が8基を含めると設置
率は65.5％となる。一定のニーズがあり、協働のまちづくりを進める
ための一手法として有効である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

協働のまちづくりを進めるため、市が支援をすべきである。市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

各種届け出や報告書を電子メールやLoGoフォームによりオンライ
ン申請できるようにして効率化を図った。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 10 12 9

達成率 100.0% 120.0% 90.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 150 150 150

成果 協働のまちづくりを推進する。

指標 アダプト・プログラム参加団体数 単位 団体

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 10 10 10

指標 サインボード設置・修繕・撤去件数 単位 件

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

１６

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

16,196

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

15,002 15,087

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

16,196

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 99% 99% 99%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

15,002 15,087

決算額（C） 4,228 4,241 4,224

差額（B-C） 45 32 52

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 4,273 4,273 4,276

0

計（Ａ） 10,774 680 10,846 680 11,972 680

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

正職員 5,724 180 5,796 180 5,922

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

180

500 5,050 500 6,050 500

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

番号 0840140 002

実施方法 補助等 補助等の種類 団体事業補助金 実施主体 採択された市民活動団体

事 業 名 市民活動支援事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市住民自治基本条例、協働のまちづくり推進計画

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

事業費補助

公開企画コンペで採択された市民活動団体

拡充事業支援タイプ　活動事業費の2/3以内 限度額20万円　、　新規事業支援タイプ　活動事業費の4/5以内 限度額8万円

岐阜市内における地域社会の課題解決を目的とした事業の支援によって、協働のまちづくりを推進し、市民が誇りを持てる個性豊かな地域社会を実現する
ため。

公開企画コンペにより補助対象事業を選考し、事業採択団体に拡充事業支援タイプに事業費の3分の2以内（上限20万円）、新規事業支援タイプに事業費
の5分の4以内（上限8万円）を助成する。※同一事業については最大3回まで支援、年度末に事業報告会を実施する。

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 5,050



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 25 28 25

達成率 108.7% 121.7% 108.7%

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

市民活動支援事業は、協働のまちづくり推進のための重点推進施
策の一つに位置付けられており、応募件数はコロナでいったん落
ち込んだものの、その後は増加傾向である。
（R1:46件、R2:14件、R3:26件、R4:29件、R5:33件、R6:29件、R7:37
件）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が事業を実施することで、市民がより幅広く提案でき、市民の提
案を十分に受け止められる仕組みを構築することができる。

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 37 継続

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 29 33 29

達成率 126.1% 143.5% 126.1%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 23 23 23

成果 地域貢献活動を支援することにより、地域課題の解決を図る。

指標 市民活動支援の採択件数 単位 団体

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 23 23 23

指標 市民活動支援の応募件数 単位 団体

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

岐阜市では、住民自治の充実を目指し、市政運営の基本となる
「岐阜市住民自治基本条例」を施行し、そのアクションプランとなる
「協働のまちづくり推進計画」に基づき施策の推進を図っている。

協働のまちづくりを進めていくうえで重要な施策の一つであり、公
益性を持った市民活動を支援することで、まちづくりの担い手を生
み出すことにつながっていく。

市民のアイデア、提案が増加することで、団体同士のつながりが生
まれ、採択団体だけでなくそれ以外の団体もより良い市民活動が
展開されていくと考えられる。

申請や報告に伴う書類の提出方法を電子メールやLoGoフォーム
によりオンライン申請できるようにして効率化を図った。

広く地域課題・社会課題の解決を目的とした活動を補助の対象としており、よりよい公共の創出に寄与している。

15

50



_
【１.基本情報】

２０

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合)

補助金

地域が設置したまちづくり協議会

補助対象経費の3分の2以内の額で、まちづくり協議会を設立した年度は10万円、翌年度以降は30万円を限度とする。また、地域まちづくりビジョンを策定した翌年度以降は
50万円を限度とする。

市民と行政の協働のもとに、防犯・防災、環境保全など、社会や地域課題の解決に向けて取り組み、快適で魅力ある地域を実現するために、地域が設置し
たまちづくり協議会に対して補助金を交付する。

地域に設置されるまちづくり協議会の設立・運営についての相談やサポートのほか、運営費の一部を補助する。

まちづくり協議会は、平成１６年度に京町で初めて設立された後、年間数地区ずつ増え、令和６年度末時点では４５地域となっている。

27,370

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

25,540 26,860

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

27,370

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 90% 95% 96%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

25,540 26,860

決算額（C） 16,000 17,200 17,500

差額（B-C） 1,800 1,000 700

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 17,800 18,200 18,200

0

計（Ａ） 9,540 300 9,660 300 9,870 300

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 9,540 300 9,660 300 9,870

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

300

番号 0840140 003

実施方法 補助等 補助等の種類 その他補助金 実施主体 地域のまちづくり協議会

事 業 名 地域力創生事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市住民自治基本条例、地域力創生事業補助金交付要綱

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

各種届け出や報告書を電子メールやLoGoフォームによりオンライ
ン申請できるようにして効率化を図った。

将来の都市内分権の受け皿として位置付けられる重要な組織であ
る。

未来のまちづくり構想及び岐阜市協働のまちづくり推進計画に密
接に関係している。

まちづくり協議会が設立されることで、活動費の増加に寄与してい
る。

将来の都市内分権の受け皿として位置付けられる重要な組織であり、今後も継続して支援していく。全地区への設立に向け引き続き地域を支援していく。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

実績値

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 31,597 36,449 38,260

達成率 177.5% 200.3% 203.5%

地域と行政の協働を推進するにあたり、将来的には住民自治の核
として、住民主体のまちづくりを進める「まちづくり協議会」の設立支
援のため必要である。また、活動費が前年比+1.02％となっており、
地域活動の活発化に繋がっている。

地域と行政の協働を推進するため、行政の一定の支援は必要であ
る。

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 37 継続

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

44 44 45

達成率 88.0% 88.0% 90.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 17,800 18,200 18,800

成果 地域活動が活発になる。

指標 まちづくり協議会で実施される活動費 単位 千円

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 50 50 50

指標 まちづくり協議会設立地区数 単位 地区

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

２７

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

市民活動交流センターは、『「人・情報・活動」を結ぶ交流空間－協働のまちづくりの推進拠点』であり、市民活動の推進に係る情報を収集・提供して市民の
市民活動への理解を深めるとともに、市民活動の推進を図る。

・市民活動の取材調査し、情報の集約する。
・印刷物の配架や広告媒体、ITを活用した情報発信する。

市民活動に関する情報収集及び情報発信

市民活動団体、市民

予算の範囲内

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

番号 0840140 004

実施方法 直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

事 業 名 市民活動情報収集提供事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市住民自治基本条例

2,020 200 2,020 200 2,420 200

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 9,540 300 9,660 300 9,870

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

300

0

計（Ａ） 11,560 500 11,680 500 12,290 500

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 4,422 4,298 4,562

差額（B-C） 197 -18 -8

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 4,619 4,280 4,554

執行率（C/B) 96% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

15,982 15,978

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

16,852

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

15,982 15,978 16,852

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

岐阜市では、住民自治の充実を目指し、市政運営の基本となる
「岐阜市住民自治基本条例」を施行し、そのアクションプランとなる
「協働のまちづくり推進計画」に基づき施策の推進を図っている。

市民活動を支援することは、まちづくりの担い手を生み出すことに
つながっていく。

市民活動及びボランティアに関する窓口相談は年々減少している
ものの、毎年3,000件前後ある。メールなどでの相談も含めると一定
程度のニーズがあると考えられる。

協働のまちづくりの拠点施設である市民活動交流センターから主
催事業の案内、会報紙の発行など岐阜市の市民活動に関する情
報を広く市民に発信することで関心を高め、事業効果が高くなる。

窓口対応を基本としているため、DX化などによるオ事務効率化が
なされていないのが現状である。

市民活動の推進拠点として必要な事業であるが、これまでの実施内容を検証しながら、より効果的な手法も検討していく必要がある。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

1

指標 会報紙発行回数 単位 回

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 4 4 4

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 2,000 2,000 2,000

成果

指標 市民活動相談件数 単位 件

市民活動交流センターが協働のまちづくりの推進拠点として認知される。

33 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

市民活動に関する情報を広く市民に発信することで、市民活動交
流センターが協働のまちづくりの推進拠点として認知され、市内で
活動する団体を積極的に支援する市民活動団体登録につながっ
ている。

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

現状維持

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

実績値 3,542 2,970 2,719

達成率 177.1% 148.5% 136.0%

実績値 4 4 4

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

15

50



_
【１.基本情報】

２

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

37,840

執行率（F/E) 141% 87% 71%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

5,611 8,507

決算額（F） 28,197 36,747 35,606

差額（E-F） -8,197 5,253 14,394

73,446

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 20,000 42,000 50,000

執行率（C/B) 85% 78% 123%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

33,808 45,254

決算額（C） 23,034 34,408 61,474

差額（B-C） 4,006 9,922 -11,646

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 27,040 44,330 49,828

0

計（Ａ） 10,774 680 10,846 680 11,972 680

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

正職員 5,724 180 5,796 180 5,922

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

180

5,050 500 5,050 500 6,050 500

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

番号 0840140 005

実施方法 補助等 補助等の種類 団体事業補助金 実施主体 指定されたNPO法人等

事 業 名 NPO法人等応援事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市住民自治基本条例・協働のまちづくり推進計画

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

事業費補助

NPO法人等の市民活動団体

集まった寄附金から市における必要経費を差し引いた額

地域社会の課題解決を目的として活動するNPO法人等を岐阜市へのふるさと納税という形で応援することにより、協働のまちづくりを推進し、市民が誇り（シ
ビックプライド）を持てる個性豊かな地域社会の実現を図る。

クラウドファンディングー型ふるさと納税（寄附金）を活用し、使い道を市内のNPO法人等が行う活動やプロジェクトに充当することを示して寄附を集める。集
まった寄付金から市における必要経費(インターネット掲載手数料その他募集に要する費用など)を差し引いた金額を、NPO法人等に対し交付する。

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 7 8 7

達成率 266.7% 233.3%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 15

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

233.3%

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

実績値 7 8 7

達成率 233.3% 266.7% 233.3%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 3 3

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

現状維持 35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3 将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

令和2年度の事業開始当初と比較すると、応募団体は年々増加傾
向にあるとともに、事業に対する寄附金額も増加傾向にあることか
ら、ある程度のニーズがあり必要性があるといえる。

3

成果

指標 指定団体数 単位 団体

NPO法人等の活動が活性化し、協働のまちづくりが進み、市民が誇りを持てる個性豊かな地域社会の実現を図る。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 3 3 3

指標 応募団体数 単位 団体

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

市がふるさと納税の機能を使い事業を実施することで、市と団体と
の協働が図られるとともに、全国規模で団体が行う地域課題解決
に向けた事業の周知が期待できる。

地域の課題解決に取り組んでいる団体の事業を支援することで、
まちづくりの担い手を生み出すことにつながっていく。

岐阜市では、住民自治の充実を目指し、市政運営の基本となる
「岐阜市住民自治基本条例」を施行し、そのアクションプランとなる
「協働のまちづくり推進計画」に基づき施策の推進を図っている。

団体の事業は現場密着型の事業であり、行政では手が届かない
部分での地域課題の解決が期待される。

申請や報告に伴う書類の提出方法を電子メールやLoGoフォーム
によりオンライン申請できるようにして効率化を図った。

市民の寄附により、広く地域課題・社会課題を解決する事業に補助しており、よりよい公共の創出に寄与している。

15

50



_
【１.基本情報】

１５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

広報板設置の補助金や、市広報板の撤去及び修繕

広報板設置者、地域住民

設置にかかる工事費（補助率２分の１以内、限度額70,000円）、岐阜市全域の市広報板

地域におけるまちづくりとコミュニティ活動を促進するため、地域の情報の共有化を図る。

自治会広報板設置者に対する補助金の交付、既存の市広報板の撤去及び修繕

5,058

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

4,611 3,968

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

5,058

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 118% 46% 111%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

4,611 3,968

決算額（C） 1,431 748 1,768

差額（B-C） -217 874 -178

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 1,214 1,622 1,590

0

計（Ａ） 3,180 100 3,220 100 3,290 100

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 3,180 100 3,220 100 3,290

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

100

番号 0840140 006

実施方法 補助等 補助等の種類 その他補助金 実施主体 自治会連合会及び単位自治会

事 業 名 自治会広報板設置補助・広報板撤去及び修繕事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市自治会広報板設置に関する補助金交付要綱

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

岐阜市ホームページ等にハンドブックや申請書等を掲載し、申請
が円滑に遂行できるようになっている。

DX化が進む将来を見据えて、市所有の広報板は新設せず、修繕
および撤去で対応している。

自治会の情報伝達手段のひとつとであり、岐阜市協働のまちづくり
推進計画に関係している。

例年、設置や修繕の要望があることから、広報板という情報伝達手
段も市民からのニーズがあることが明らかであり、修繕等をすること
で市民のニーズに応えられ有効である。

地域の情報伝達手段としては一定のニーズがあり有効であるが、今後の事業のあり方及び管理体制について検討していく必要がある。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

実績値

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 48 47 49

達成率 87.3% 85.5% 89.1%

情報伝達手段としてオンラインでの情報伝達が主流になりつつあ
るが、限定的ではあるが広報板による地域コミュニティでの情報伝
達も必要不可欠な手段となっている。

協働のまちづくりを進めるため、市が支援をすべきである。

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 30 継続

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

3

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

1

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 12

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

5・1・15 2・0・8 2.3.11

達成率 79.8% 34.4% 75.9%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 55 55 55

成果 地域行事等の集客力が上がる。

指標
市民意識調査の「自治会などの地域活動に参加していますか」

の「参加している」「ときどき参加している」の回答率アップ
単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 5・7・12 4・4・15 3.3.18

指標 補助金交付件数・工事請負費・修繕料 単位 台

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

４６

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

市内５０地区の連合会長の集まりである岐阜市自治会連絡協議会が市からの依頼事項への対応や、意見交換、また住民自治活動に関する情報の収集や
調査・研究や地域の自治活動の活性化を支援する事業に関する企画調整など運営にかかる費用を補助する。

自治会連合会長の研修、表彰及び岐阜市と自治会連合会との連携業務

補助金

岐阜市自治会連絡協議会

５，４７６千円／年

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A

番号 0840140 007

実施方法 補助等 補助等の種類 その他補助金 実施主体 岐阜市自治会連絡協議会

事 業 名 岐阜市自治会連絡協議会運営費補助金

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市自治会連絡協議会運営補助金交付要綱

253 25 253 25 303 25

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 1,590 50 1,610 50 1,645

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

50

25

計（Ａ） 1,968 100 1,993 100 2,085 100

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 125 25 130 25 138

決算額（C） 5,476 5,476 5,476

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 5,476 5,476 5,476

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

7,444 7,469

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

7,561

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

7,444 7,469 7,561

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

市の各種計画には自治会の協力が必要不可欠である。
岐阜市協働のまちづくり推進計画

自治会加入率の減少している課題に対して、自治会の負担軽減
等の行政と自治会の連携について見直しを進めている。

市の事業の各地域への依頼や、情報の伝達、市民のニーズを把
握するための場として、また岐阜市全域の地域自治組織としての
代表団体とし、行政と連携し事業を進めるために、市内５０地区の
全ての自治会連合会が加入しており、その支援は必要。

市の事業に関するものであり、市が担う必要がある。

各地区にタブレットを貸出、事前に資料を提供できることで、円滑
な会議進行に繋がっている。

市から自治会連合会への依頼事項が滞りなく実施されるために、また地域の課題や有益な情報の共有化により、各連合会の活動を取りまとめていけるよう、その運営や取り
組みについて引き続き支援していく。

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 定例会、理事会の開催数 単位 回

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 22 22 22

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 55 55 55

成果 各地区と市の連携が充足し、協働のまちづくりに繋がる。

指標
市民意識調査の「自治会などの地域活動に参加していますか」

の「参加している」「ときどき参加している」の回答率アップ
単位 ％

38 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

各地域への依頼事業が滞りなく実施され、地域の課題や有益な情
報が共有されており、地域活動への参加率は上昇しており、効果
は得られている。

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

現状維持

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

5

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 12

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

実績値 48 47 49

達成率 87.3% 85.5% 89.1%

実績値 22 21 21

達成率 100.0% 95.5% 95.5%

15

50



_
【１.基本情報】

４１

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

32,920

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

32,803 32,828

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

32,920

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

32,803 32,828

決算額（C） 30,835 30,835 30,835

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 30,835 30,835 30,835

25

計（Ａ） 1,968 100 1,993 100 2,085 100

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 125 25 130 25 138

正職員 1,590 50 1,610 50 1,645

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

50

253 25 253 25 303 25

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

番号 0840140 008

実施方法 補助等 補助等の種類 その他補助金 実施主体 岐阜市自治会連絡協議会

事 業 名 岐阜市自治会連合会運営費補助金

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市自治会連合会運営費補助金交付要綱

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

自治会連合会の運営を健全に円滑に推進し、住民福祉の増進と地域社会の発展向上を目的とした事業

総会や役員会などの運営及び地域の安心・安全に係る事業や地域振興に係る行事等を実施するための各自治会連合会の運営に関する補助

運営費補助金

市内５０自治会連合会

均等割と世帯割で算出された額

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

実績値 48 47 49

達成率 87.3% 85.5% 89.1%

実績値 30,835 30,835 30,832

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 12

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

現状維持 39 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 5

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

各地域のコミュニティ活動が順調に実施されており、地域コミュニ
ティの充実に向けて効果は高い。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 55 55 55

成果 各地区の地域活動が活発になる

指標
市民意識調査の「自治会などの地域活動に参加していますか」

の「参加している」「ときどき参加している」の回答率アップ
単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 30,837 30,837 30,837

指標 補助金額 単位 円

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

自治会活動を充実させ、住民自治を高めることでシビックプライド
の向上に繋がる。
岐阜市まちづくり推進計画

住民自治を高め、地域振興に繋がる。

各地域でのそれぞれのニーズに合った地域活動を維持するため
の運営費として、また地域との協働にとどまらず、災害時の共助な
ど地域コミュニティを維持していくために、50地区全ての自治会連
合会から申請があり、必要性が高い。

岐阜市全域で地域活動を担う団体であり、市が実施していく必要
がある。

各地区の自主的な運営に対し、一定の支援を行うことで地区それ
ぞれが独自の活動を行っている。

市にとって、各地域でそれぞれニーズにあった地域コミュニティが自主的に維持されることは必要不可欠であり、本事業により継続して支援していく。

15

50



_
【１.基本情報】

４３

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

現有の地区公民館の多くが昭和50年代に建設されたものであり、老朽化が進んでいることから、利用者の安全性の確保や利便性の向上を図るため、空調設
備の更新、下水道本管への切替え、屋根・外壁等の修繕工事や改築工事を順次行う必要があるため。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 公民館施設の空調、屋根、下水切替え等の維持補修工事や改築を実施する。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

16,383

執行率（F/E) - - 166%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

191,438 215,329

決算額（F） 0 0 186,274

差額（E-F） 0 0 -74,316

202,657

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 111,958

執行率（C/B) 93% 73% 161%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

191,438 215,329

決算額（C） 188,258 212,109 199,367

差額（B-C） 13,142 80,152 -75,784

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 201,400 292,261 123,583

0

計（Ａ） 3,180 100 3,220 100 3,290 100

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 3,180 100 3,220 100 3,290

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

100

番号 0840140 009

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 公民館建設及び維持補修工事

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

社会教育法

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 公民館の補修工事や改築を

誰に 市内全地域の住民に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 市内50公民館



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 50 50 50

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

公民館の建設及び維持補修工事を行うことにより、公民館数を保
つことができる。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

利用者の安全性の確保や利便性の向上のため継続が必要である。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8 社会教育施設としての役割に加え、まちづくり活動の拠点となる公
民館を維持していくことは必要である。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

公民館を建て替えることにより、公共施設の維持が保たれ、社会貢
献など間接的に結びつく。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 40 拡充

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

昭和50年代に建設した公民館施設が多く、老朽化が進んでいるこ
とから、利用者の安全性の確保や利便性の向上を図るために逐次
実施する必要がある。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が設置・維持管理する市有施設であり、当事業は市が行うべきも
のである。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

公民館の個別施設計画を立てることにより、今後見込まれる施設の
維持・更新コスト、将来の財政状況を勘案し、公民館を効率的に維
持することができる。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 5 8 7

達成率 100.0% 100.0% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 50 50 50

成果 公民館の補修工事や改築により公民館数を維持する

指標 公民館数 単位 館

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 5 8 7

指標 工事施工件数 単位 件

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

２４

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 社会教育・生涯学習のための学びの機会や場の提供及び活動、地域コミュニティ活動、地域防災活動等の拠点としての場やサービスの提供

誰に すべての岐阜市民

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 地区公民館50館において、柳津公民館は年末年始を除く毎日、それ以外の49館については年365日開館し、市民の利用に供する。

番号 0840140 010

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 地区公民館運営管理

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

社会教育法、岐阜市公民館条例

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 49,490 4,900 49,490 4,900 59,290 4,900

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 3,180 100 3,220 100 3,290

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

100

0

計（Ａ） 52,670 5,000 52,710 5,000 62,580 5,000

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 20,886 20,930 21,248

差額（B-C） 1,665 1,621 1,323

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 22,551 22,551 22,571

執行率（C/B) 93% 93% 94%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

73,556 73,640

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

83,828

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

73,556 73,640 83,828

目的（インパクト）
（何のためか）

社会教育法第21条及び岐阜市公民館条例第２条に基づき市が設置した50の地区公民館において、同法第20条に定める生活文化の振興、社会福祉の増
進に寄与することを主たる目的に、社会教育・生涯学習活動をはじめ、地域コミュニティ活動、地域防災活動等の拠点として市民に活動の場と機会を提供
し、地域力の向上に寄与する。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

各館に会計年度任用職員の館長１名及び主事１名を配置し、公民館講座の開設・運営、クラブ・サークルの育成・助言、地域住民の集会その他公共的利用
への施設提供、各種団体・機関等との連絡調整及び連携事業の実施、地域防災活動への施設提供、公職選挙法に基づく施設利用などに係る事務及び
サービスを市民に提供する。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 公民館講座開催数 単位 回

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 300 300 300

目標値（以上） 6,500 6,500 6,500

成果 地域住民の生涯学習・社会教育活動の場として公民館講座を提供する

指標 公民館講座利用者数 単位 人

実績値 514 563 548

達成率 171.3% 187.7% 182.7%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

現状維持 40 拡充

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

社会教育法が定める目的の達成のため及び学校と連携した地域
活動の拠点として不可欠であり、住民の結節点として教育立市の
一翼を担う中核施設である。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

社会教育法第21条において、「公民館は、市町村が設置する。」と
規定されている。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記） 各公民館の自主性、地域のニーズに応えるため、各公民館の運営

費は「活動事業実施運営委員会」を設置し、公民館活動の運営の
一部を委託している。委託していることにより、支払手続きの事務を
簡略化している。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来を見据えた課題解決をするための講座開催もあり、間接的に
結びつく。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

地域住民の生涯学習・社会教育活動の場として公民館は必要不可欠な場であることから、継続して実施していく。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8
公民館に、自治会やまちづくり協議会の事務局機能を置き、地域
のまちづくり活動の一層の振興を図るための拠点としての運用を進
めている。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 14,219 17,324 18,065

達成率 218.8% 266.5% 277.9%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

公民館講座数が増えたことにより、公民館講座利用者数も増えたと
いえる。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

15

50



_
【１.基本情報】

４３

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） 建設費等の補助により、快適な施設整備を行う。

内容（アクティビティ）
（手段・手法など） 自治公民館の建設費及び修繕費に対しての補助

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

11,793

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

7,515 10,346

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

11,793

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（C/B) 90% 100% 76%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

7,515 10,346

決算額（C） 5,925 8,736 10,148

差額（B-C） 657 -11 3,125

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 6,582 8,725 13,273

0

計（Ａ） 1,590 50 1,610 50 1,645 50

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 1,590 50 1,610 50 1,645

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

50

番号 0840140 011

実施方法 補助等 補助等の種類 その他補助金 実施主体 地域住民（自治公民館の建設及び修繕等に対しての補助）

事 業 名 自治公民館助成

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市自治公民館補助金交付要綱

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を 自治公民館の環境整備

誰に 地域住民

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい 補助率：建設・修繕補助１／３以内



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】
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【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 312 311 311

達成率 100.0% 99.7% 100.0%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

1

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

補助対象自治公民館数と認定自治公民館数のつながりは、不明
確である。

アウトカム目標達成度 14

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

地域における社会教育・生涯学習活動やコミュニティ活動の場として重要な施設であるため、その建設費や修繕費に対しての補助を継続する。

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8 地域における社会教育・生涯学習活動やコミュニティ活動の充実・
振興に寄与している。

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

自治公民館数を維持することで公共的団体の施設の維持が保た
れ、社会貢献など間接的に結びつく。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

地域における社会教育・生涯学習活動やコミュニティ活動の場とし
て、地域の負担軽減に助力し、活動振興を図る必要がある。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

地域における社会教育の振興を図り、実生活に即する文化的教養
を高めるための環境整備のために市が補助する必要がある。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

オンライン申請により、事務効率化が図られている。
効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 14 23 23

達成率 100.0% 143.8% 92.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 312 312 311

成果 認定自治公民館数を維持する

指標 認定自治公民館数 単位 館

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 14 16 25

指標 補助対象自治公民館数 単位 館

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

２８

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 平成 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

番号 0840140 012

実施方法 補助等 補助等の種類 その他負担金 実施主体 岐阜市まちづくりサポートセンター

事 業 名 まちづくりサポートセンター負担金

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市住民自治基本条例、協働のまちづくり推進計画

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 954 30 966 30 987

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

30

0

計（Ａ） 954 30 966 30 987 30

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 4,450 4,450 4,450

差額（B-C） 0 0 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 4,450 4,450 4,450

執行率（C/B) 100% 100% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

5,404 5,416

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

5,437

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

5,404 5,416 5,437

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

負担金

岐阜市まちづくりサポートセンター

対象組織の組織運営（人件費含む）及び主な事業実施（人材育成講座など）に要する費用　（R3)3,900千円　（R4)4,450千円　（R5)4,450千円

市民と行政の協働のもとに、防犯・防災、環境保全など、社会や地域課題の解決に向けて取り組み、快適で魅力ある地域を実現するために活動するまちづ
くり協議会に対する支援活動に取り組む中間支援組織「岐阜市まちづくりサポートセンター」の運営を支援する。

岐阜市まちづくりサポートセンターは、まちづくり協議会をはじめ地域のまちづくり活動を支援する趣旨で、活動や組織運営のノウハウを提供するまちづくり人
材の育成講座等取り組みを実施している。その運営のための負担金を支出する。



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 事業（地域支援活動・講座）実施回数 単位 回

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 10 10 8

目標値（以上） 3 3 3

成果 地域活動が活発になる。

指標 まちづくり協議会設立地区数 単位 地区

12 12 6

達成率 120.0% 120.0% 75.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

8

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 2

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 27 継続

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 1 0 1

達成率 33.3% 0.0% 33.3%

住民主体のまちづくりを進める「まちづくり協議会」の自立的な活動
を支援し促進する中間支援組織として重要な役割を持つ団体の運
営を支えるものである。

住民自治の充実において、地域コミュニティ組織の活性化支援策
は極めて重要な位置づけを持つ事業である。

まちづくり事業にはさまざまなノウハウの活用が必要である。本事業
には岐阜大学や企業、NPO等が連携・協働の枠組みに関わって
おり、一定の負担により効果的な事業の企画・実施が期待できる。

「協働のまちづくり」を進めるための一手法で、地域に愛着を持つ
市民を増やし、ひいてはシビックプライドの醸成につながる事業で
あることから、今後も運営支援に努める。

未来のまちづくり構想に密接に関係している。
岐阜市協働のまちづくり推進計画

まちづくり人材の育成講座等を実施し、まちづくり協議会の活動や
組織運営のノウハウを地域住民に提供することで、まちづくり協議
会の新規設立に寄与している。

まちづくり協議会は将来の都市内分権の受け皿として位置付けられている重要な組織であり、主体性を持って活動を実施していくには、活動や運営ノウハウの面など、寄り
添って支援できる仕組みが有効かつ必要である。引き続き、市内全地区での設立を目指し支援していく必要がある。
また、岐阜大学や㈱十六銀行、NPOなど、多方面で影響力を持つ主体をまちづくり活動につなぐ連携は今後も重要である。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 5

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

実績値

15

50



_
【１.基本情報】

５

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか） デジタル技術を活用した効果的、効率的な自治会連絡協議会・連合会活動を推進するため

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

タブレット端末を導入し、ビジネスコミュニケーションツール（LINEWORKS）の活用等を支援することで、ペーパレス化、情報共有の効率化・合理化を推進す
る。

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

18,793

執行率（F/E) - 62% -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

0 8,869

決算額（F） 0 2,429 0

差額（E-F） 0 1,502 0

18,793

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 3,931 0

執行率（C/B) - 62% 91%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

0 11,298

決算額（C） 0 4,858 3,001

差額（B-C） 0 3,005 289

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 0 7,863 3,290

0

計（Ａ） 0 0 6,440 200 15,792 480

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 0 0 6,440 200 15,792

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

480

番号 0840140 013

実施方法 直営 補助等の種類 0 実施主体 岐阜市

事 業 名 地域コミュニティDX推進

担当部名 市民協働生活部 担当課名 市民活動交流センター

岐阜市協働のまちづくり推進計画

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を デジタル技術活用支援

誰に 自治会連合会長及び自治会員

開始・終了年度 令和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい タブレット端末及びビジネス用コミュニケーションツール導入（50地区＋事務局）。　地区別DX講座の開催（50地区）。



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 - 38 35

達成率 - 380.0% 350.0%

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記） 連合会での連絡等に通信アプリ等を使用している割合は全体の約

50％に達しており、従来の紙や電話から効率的な情報共有手段へ
の移行が進んでいる。その結果、負担軽減を感じている連合会長
の割合も引き続き維持されており、デジタル活用が着実に効果を
上げていることがうかがえる。

アウトカム目標達成度 15

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

地域コミュニティを持続可能なものとするため、その根幹をなす自治会の負担軽減は今後も必要不可欠である。活動負担の大きさや高齢化、現役世代の担い手不足といっ
た課題が顕在化する中、特に情報共有や連絡調整といった組織運営面の支援が求められている。本事業は、デジタル技術を活用することで効率的な活動と運営を実現し、
こうした課題に対応する重要な取組である。今後も地域の実情に即した形で改善を重ねつつ、継続的に支援を行っていくことが望まれる。

方向性

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5 未来のまちづくり構想に密接に関係している。
岐阜市協働のまちづくり推進計画

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である
人口減少や高齢化による地域の担い手不足、産業構造の変化に
伴う地域力の低下といった将来課題を見据えた取り組みである。加
えて、気候変動や災害リスクの高まりを踏まえ、ICT等を活用した情
報共有や市民活動の基盤強化を図る内容となっている。

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

現状維持 35 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）
自治会をはじめとする地域コミュニティでは活動の負担が大きく、
高齢化や現役世代の担い手不足などの課題があるため、活動や
組織運営（情報共有、連絡調整など）の負担軽減が求められてい
る。

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

地域コミュニティを持続可能なものとするため、市が支援をすべき
である。

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

連合会長を起点に、ペーパレスで効率的に情報を伝達することが
できるため、費用対効果は高い。市からの情報が集約される自治
会連合会長を中心に導入するのが効果的である。

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

実績値 - 31 10

達成率 - 62.0% 20.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） - 10 10

成果 タブレットを活用した協議会運営の推進

指標 負担軽減を感じた連合会長の割合 単位 ％

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 - 50 50

指標 地区別DX講座の開催 単位 地区数

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

15

50



_
【１.基本情報】

４９

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

番号 0840150 001

実施方法 補助等 補助等の種類 団体事業補助金 実施主体 部落解放同盟岐阜県連合会岐阜市内支部

事 業 名 同和教育啓発推進団体補助事業

担当部名 市民協働生活部 担当課名 人権啓発センタ－

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、岐阜市人権推進事業補助金交付要綱

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A 0 0 0 0 0 0

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

正職員 1,908 60 1,932 60 1,974

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

60

0

計（Ａ） 1,908 60 1,932 60 1,974 60

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

決算額（C） 763 600 300

差額（B-C） 0 163 0

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 763 763 300

執行率（C/B) 100% 79% 100%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

2,671 2,532

決算額（F） 0 0 0

差額（E-F） 0 0 0

2,274

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 0 0 0

執行率（F/E) - - -

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

2,671 2,532 2,274

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

同和問題解決に向けた啓発及び相談支援、研修、講演会等の活動に係る事業

同和問題の解決に向けた活動を5年以上行っている団体

補助対象経費の２分の１以内

同和問題に起因する人権の擁護及び人権啓発の推進を図り、もって一人ひとりが尊重される社会の実現に資するため

1 同和問題解決に向けた啓発及び相談支援、研修、講演会等の活動に係る事業
2 市民の人権意識に対する啓発活動及び調査研究事業を実施する団体に事業補助をする。



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

指標 補助助成額 単位 千円

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 763 763 300

目標値（以上） 81 81 81

成果 市民の人権意識を高めるための啓発活動として、研修会を実施する。

指標 研修会開催・参加者数等 単位 回

763 600 300

達成率 100.0% 78.6% 100.0%

令和４年度 令和５年度 令和６年度

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

先
見
性

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 8

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持 現状維持 28 継続

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

実績値 68 48 48

達成率 84.0% 59.3% 59.3%

「部落差別の解消の推進に関する法律」に、現在もなお部落差別
が存在しており、許されないものとの認識のもとにこれを解消するこ
とが重要な課題であると明記されていることから、必要性の高い事
業である。

「部落差別の解消の推進に関する法律」に、地方公共団体の責務
として、部落差別解消のための施策を講じ、必要な教育及び啓発
を行うよう努めるものとするとの記載があるため、他の団体との連携
を図りながら事業を実施する必要がある。

研修会の開催に関する周知の方法を見直したことで、周知に要す
る時間が削減され、かつ、研修の参加者が増加した。

「一人ひとりの人権を尊重するまちづくり」に向けて、インターネット
上の差別的な書き込みや、結婚差別、就職差別などの人権課題を
解消するための事業を実施している。

第3次岐阜市人権教育・啓発推進計画に基づき、部落差別の解消
に向けた施策の充実を図ることにより、岐阜市の市民憲章である
「人間を尊重する住みよいまち」の実現につながる事業である。

令和5年に実施した部落差別に関する市民意識調査の結果、研修
の実施等によって、正しい知識・歴史を知った方が令和元年から
3.1％増加したことが判明しており、緩やかではあるものの、着実に
市民の人権意識が高まっている。

部落差別は法律においても解消すべき問題として地方公共団体の責務が明記されていることから、継続して実施すべき事業である。

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

実績値

15

50



_
【１.基本情報】

５３

【２.事業概要】

【３.支出】

（１）職員人件費

（２）事業費

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支（インプット）】

目的（インパクト）
（何のためか）

内容（アクティビティ）
（手段・手法など）

前年度からの改善点
(継続事業の場合) ―

3,600

執行率（F/E) 99% 98% 97%

市負担額一般
財源（D－F）

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

3,811 3,039

決算額（F） 4,640 4,555 4,546

差額（E-F） 26 111 120

8,146

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（E） 4,666 4,666 4,666

執行率（C/B) 115% 93% 92%

総事業費（D）=A+C

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

8,451 7,594

決算額（C） 5,847 4,986 5,089

差額（B-C） -758 399 445

令和４年度（千円） 令和５年度（千円） 令和６年度（千円）

予算額（B） 5,089 5,385 5,534

0

計（Ａ） 2,604 232 2,608 232 3,057 232

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員B 0 0 0 0 0

正職員 382 12 386 12 395

令和４年度 令和５年度 令和６年度

人件費（千円） 人日（人）

12

2,222 220 2,222 220 2,662 220

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

番号 0840150 002

実施方法 直営 補助等の種類 実施主体 岐阜市

事 業 名 施設管理運営

担当部名 市民協働生活部 担当課名 人権啓発センタ－

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律、第3次岐阜市人権教育・啓発行動計画

事業評価シート(令和６年度事業)

事
業
の
対
象

何を

誰に

開始・終了年度 昭和 年度 ～ 0 年度 根拠法令・関連計画

どのくらい

地域住民の社会・経済・文化的改善を図ると共に、人権課題の解決に資する。日々の生活に役立て新しい仲間と触れあう中で心温まる人間関係を築く。

日々の生活に役立つ講座を開設

一般成人を対象とした定期講座、成人講座、クラブ活動、市民講座等、人権研修会、会館まつり、文化祭

地域住民

定期講座（10講座）、成人講座(11講座)、市民講座(4回、２回）、人権研修会（１０回）、会館まつり(1回)、文化祭(1回)

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員A



【６.指標評価】

アウトプット評価 （活動に基づく産出物（サービス））

アウトカム評価 （活動に基づく成果）

【７.観点評価】

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

5

3

1

10

8

5

3

1

【８.総合評価】 （定量評価及び定性評価を踏まえた評価）

実績値 1,918 2,558 2,616

達成率 78.2% 104.3% 106.7%

実績値 178 199 201

達成率 167.9% 187.7% 189.6%

相関関係を示すデータがある

つながっていない又は不明確

先
見
性

必
要
性

観点 評価項目 評価点数 評価基準 根拠となるデータ等・評価の説明
（評価基準に適合することを示す具体的な数値等）

有
効
性

事業の実施結果であるアウトプットは事
業の成果であるアウトカムにつながって
いるか

3

データの比較などにより、因果関係を示すことがで
きる（データの分析内容を明記）

アウトカム目標達成度 13

将来の課題を見据えた事業であるか
・人口減少・高齢化・気候変動・産業構
造の変化など

将来の課題解決に対する効果はあまりない

事業が市の各種計画に定められている（計画名を
明記）

事業が市の計画に直接的に関係していない

　達成率20%ごとに1点(100%まで)
　（実績のないものは直近の達成率により計算）

総
合
評
価

令和４年度 令和５年度 令和６年度 方向性基準
（基準点を満たすものから選択）点数 方向性 点数 方向性 点数

・40点以上：拡充
・25点以上：継続
・15点以上：改善
・0点以上：縮小・廃止

方向性

現状維持

重
要
性

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる中核的な事業である

5

現状維持 33 継続

ある程度のニーズがあり必要性がある

必要性はあまり高くない

事業により発生する効果が必要とされて
いるか 3

ニーズが高く必要性が高い（データを明記）

国、県、民間や地域との役割分担から、
市が実施する必要があるか 3

制度の主旨等から市以外が実施できない

市が実施することにより事業効果が高くなる

市が実施する必要性はあまり高くない

効率化により事業費や人件費が抑えられるなど生
産性が向上している（金額を明記）

効率化によりミスが防止される、作業負荷が軽減さ
れるなど生産性が向上している

効率化されていない

事業の一部が市の計画に関係している（計画名を
明記）

市の目指すべき方向性と合致しているか

3

将来の課題解決に直接的に結びつく事業である

将来の課題解決に間接的に結びつく事業である

講座や地域での各種行事について、参加者は増加傾向にある。

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値（以上） 2,452 2,452 2,452

成果 幅広い分野の講座を開催し、多くの方に参加していただくことで、地域住民の交流が生まれる。

指標 講座延べ参加者数 単位 人

令和４年度 令和５年度 令和６年度

目標値 106 106 106

指標 講座数 単位 回

未来のまちづくり構想で定めるまちづくりの方向性
に関わる事業である

効
率
性

効率化されているか
・契約方法や仕様、事務手続、業務フ
ローの見直し、DX、人件費削減など
※効率化の具体的な内容を評価の説明
欄に記入

3

第3次岐阜市人権教育・啓発推進計画に基づき、幅広い人権課題
の啓発を含めた講座や研修会を地域で実施することにより、岐阜
市の市民憲章である「人間を尊重する住みよいまち」の実現につな
がる事業である。

高齢化が進行し、行動範囲が制限されるなか、地域社会のコミュニ
ティーは重要であり、会館や集会所で開催される講座に参加する
ことで、地域住民の交流を図ることができる。

講座を通して地域住民の交流や生きがいを創出していることから、
継続すべき事業である。

会館や集会所の運営、講座の開催は、市が実施することで地域に
根付いた事業を実施することが可能となるため、高い効果が得られ
る。

研修会の開催に関する周知の方法を見直したことで、周知に要す
る時間が削減され、かつ、研修の参加者が増加した。

一人でも多くの方に対して人権の啓発をしていくためにも、地域住民の交流につながる講座の開催は必要不可欠であることから、継続して実施する。

15

50


